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火山の噴火災害を軽減するためには，火山噴火の発生の場所・規模・時期を予測するこ

とおよび火山噴火現象に対応する噴火災害の推移を予測することが重要である。またこ

れらの予測のためには，火山噴火現象を解明することも重要である。「火山」計画推進部

会では，「火山活動の事象分岐の条件・論理を明らかにし，火山活動推移モデルを構築

し，発災の原因である火山噴火を予測すること」を上位目標にすえ，低頻度で大規模な現

象を含む火山現象の解明とモデル化，火山活動を支配する場の解明とモデル化，中長期

的な火山活動の評価，観測手法の開発および体制の整備に関する研究を５年間にわたり

推進してきた。ここでは，５年間の成果の概要を述べたのちに，令和５年度の成果を詳述

する。 

［１］５年間の成果 

１．５年間の国内の火山活動と成果の概要 

この５年間においては，人的被害が出た噴火はなかったが，離島や海域における噴火

が顕著であった。まず，この５年間における国内の噴火について述べる。2013年から2015

年，2017年に噴火した西之島は2019年から2023年においては断続的に噴火を繰り返して

きた。南硫黄島付近の福徳岡ノ場の海域から2021年８月13日に大規模噴火が起こり，８

月15日には噴火と新島の存在が確認されるとともに，大量の軽石が北西方向に60 kmに蛇

行して浮遊していることが確認された。この浮遊軽石は2021年の秋に沖縄や奄美の海岸

に漂着して，港湾設備に被害が生じた。南西諸島の離島である諏訪之瀬島では2019年４

月〜2024年３月の期間において噴火が発生しており，特に2020年12月下旬から2022年10

月中旬までの期間は月に20回から多い時は550回を超える頻度で爆発があった。2023年は

２月と３月は50回を超える頻度で爆発があったが，その後は頻度が急激に減少した。桜

島は2017年11月から南岳山頂火口にて噴火活動があり，2019年と2020年は400回程度噴火

しており，2021年は150回弱，2022年は240回弱，2023年は215回の噴火があった。1970年

代や80年代の南岳山頂火口の噴火と比べると頻度は少ないが，それ以上に降下火山灰量

が１桁少ない。したがって，噴火が頻発している桜島であっても過去と比べると噴火活

動が高いわけではないため，陸域の噴火活動は低調であったと言える。 

このような全国の火山活動が発生している期間において，「火山」計画推進部会では，

噴火予知を目指す観測研究を継続し，「火山噴火の先行現象から噴火，そして噴火の終息

までを一連の現象として捉えた火山活動推移モデルを構築し，噴火事象における分岐・

論理を明らかにし，火山活動推移モデルによる火山噴火予測をすること」を上位目標に

すえ，低頻度大規模噴火を含めた火山現象の解明とモデル化，マグマ供給系・熱水系の構

造解明，中長期の火山活動の評価について比較研究と，観測・解析技術の開発をもとにし

た研究体制の整備を推進してきた。また，課題の成果を災害誘因予測のための研究や防



災リテラシー向上のための研究につなげることも意識して研究を進めてきた。 

以下では，まず５年間になされた主要な成果を紹介し，つぎに令和５年度の成果を述

べる。 

 

２．５年間になされた主要な成果  
２．１ マグマ溜まりの時間発展と噴火様式との関連性 

将来の噴火の様式や規模が物質科学的に予測できるか否かは，（１）マグマ供給系の連

続性が担保されていること，（２）噴火様式がマグマの性質によって支配されていること

の２点に強く依存している。そこで，比較的単純なマグマ供給系が想定され，かつ爆発的

噴火も非爆発的噴火も回数が多い富士火山での噴火に焦点を絞り，上記２点が実際の火

山で成立しているか否かが検討された。マグマ供給系の連続性については，山頂・山腹か

らの爆発的噴火が断続的に発生する約3,500年前以降の降下火砕物について，全岩・斑晶

化学組成，石基組織などの分析を行った結果，上記の期間中にマグマ供給系が２回ほど

大きく変化するもののそれ以外は数百年にわたってマグマや斑晶の組成が連続的に変化

していることが確認された。また，噴出物の特徴から浅部マグマの影響をほとんど受け

ずに深部マグマ溜まりから直接的に地表に噴出する噴火が主体であった時期の存在が確

認された。そこで，単純なマグマ供給系モデル（深部マグマ溜まり単独）にあてはめてそ

の時代の噴出物量や噴火間隔のデータの再現を試みたところ，マグマ溜まりの実効的な

大きさに対して制約が得られた。さらに噴出量が数桁にわたり変化していることを考慮

すると，噴火未遂により地表に到達しないマグマが多量に存在することが示唆され，い

かにして噴火未遂量を評価するかが，今後の噴火予測の精度向上のための課題であるこ

とも明らかになった。噴火様式とマグマの性質との関連については，マグマの含水量は

ある程度は噴火様式に影響を与えることは確かだが，それ以外の要因（火道の広がり，上

昇速度など）もまた噴火様式に影響を与えている可能性が高く，単純にマグマ溜まりで

のマグマの性質だけには帰着できないこともわかった。 

 

２．２ 極小規模噴火を含めた草津白根火山の噴火履歴の解明と噴火ポテンシャル評価 

草津白根火山の最近の活動場である本白根火砕丘群，逢ノ峰火砕丘群，白根火砕丘群

について，山頂域に分布するマグマ噴火噴出物の層序が解明され，噴出量・全岩化学組成

がほぼ明らかになった。これにより本火山のマグマ噴出物に関する地質学的岩石学的知

見が大幅に刷新された。また，積算マグマ噴出量階段図が完成し，各火砕丘群の噴火ポテ

ンシャルの評価が可能になった。マグマ噴火噴出物についての物質科学的解析も進めら

れ，最近の３つの活動場でのマグマ噴火が，共通するデイサイト質マグマとそこへ噴火

毎に供給された苦鉄質マグマの混合により開始されたことが明らかになった。山頂域か

ら山麓に分布するテフラ調査，14C年代測定，粒子構成比分析，XRD分析に基づき，完新世

のテフラ層序も確立され，白根火砕丘群は約16,000～3,800年前にマグマ噴火，約7,600

年前～明治時代まで水蒸気噴火を10回以上発生したこと，本白根火砕丘群は約11,000～

1,400年前までマグマ噴火，約4,800～400年前には水蒸気噴火を発生したことがわかった。

これにより両火砕丘群がマグマ噴火主体の活動から水蒸気噴火主体の活動へ推移したこ

とが明らかとなった。 

 



２．３ 大規模噴火に伴う諸現象とそれを駆動するマグマ溜まりー火道システムの解明 

伊豆大島については，18世紀安永噴火など大規模噴火の噴火様式およびその推移と，

それらを駆動したマグマの蓄積場や上昇過程の描像が明確になった。とくに大規模噴火

の際に時間とともに斜長石斑晶量が増加するという推移パターンが明らかになり，大規

模噴火の推移予測や伊豆大島の噴火シナリオの改訂に繋がる成果が得られた。また，一

回の大規模噴火の推移で見られる斜長石斑晶量の増加と同様に，中規模噴火から小規模

噴火へと数十年かけて推移していく過程で，斜長石斑晶量がしだいに増加していること

も明らかになった。斜長石斑晶量，噴火規模，時間の関係性が見出されたことは，伊豆大

島の噴火の中長期予測に貢献する。西之島の噴出物の物質科学的研究では，2019-2020年

噴火における噴火様式や化学組成の劇的変化が，より深部に由来する苦鉄質マグマの上

昇に起因することが明らかになった。伊豆大島と西之島の大規模噴火の推移における共

通点として，年単位の断続（継続）的かつ弱い活動の後に，それまでとは異なるマグマに

よる高噴出率の爆発的活動が続くことが挙げられるが，このような噴火様式の急変の原

因として，苦鉄質マグマに特徴的な芋づる式のマグマ供給系の構造が関係している可能

性を提案した。浅間山については18世紀天明噴火の噴出物の物性，化学組成および発泡

組織等のデータの解析に基づきマグマ上昇過程について考察し，火砕流由来の噴出物で

気泡数密度が顕著に大きな値を示すことから，噴火様式遷移がマグマの減圧率（上昇速

度）に強く影響を受けた可能性を提案した。霧島火山群については，近年の小中規模噴火

（2017-2018年新燃岳）および歴史時代の大規模噴火の噴火様式と推移，噴出物の特徴，

マグマ上昇過程が明らかになり，霧島火山群全体における噴火推移パターンが整理され

た。近年と歴史時代の噴火やマグマ供給系モデルにもとづき霧島火山群全体に対する火

山活動推移モデルも作成された。 

 

２．４ 大規模噴火に関わるマグマプロセスの時間スケールの解明 

火山岩試料を対象としたU-Th放射非平衡分析法の立ち上げが行われた。白頭山10世紀

噴火の噴出物に適用することにより同火山のマグマ供給系の時間発展が明らかにされ，

U-Th放射非平衡分析法の有用性が確認された。また，支笏・屈斜路・洞爺・姶良・十和田

の噴出物に適用した結果，支笏カルデラにおいてはカルデラ噴火に関わった一部の珪長

質マグマについて具体的なマグマ生成率（約15 km3/万年）が推定された。姶良カルデラ

についてはカ ル デ ラ 噴 火 に 至 る 珪長 質マグマ系の時間 発展が 明らかにな るなど

（Kuritani, 2023），U-Th放射非平衡分析法を用いたマグマプロセスの時間スケール情

報の抽出が実現された。 

 

２．５ 多項目観測データに基づく噴火過程の解明とモデル化  
火口近傍の多項目観測が引き続き行われるとともに，ドローンや衛星データの活用が

より積極的に行われた。噴火に前駆した微動振幅の増加がいくつかの火山において観測

された。例えば，霧島山では新燃岳の2018年噴火に前駆してバックグラウンド微動の振

幅の加速的増大が見られ，阿蘇山では2014年11月の噴火に前駆して長周期微動の振幅増

大が観測された。これらの振幅増大はマグマの上昇に対応していると考えられ，噴火過

程の解明に示唆を与えた。 

ドローンや無人ヘリによる空中磁気測量とデータ解析から，伊豆大島，三宅島，霧島山



の浅部の詳細な構造推定と，繰り返し観測による構造の時間変化の検出に成功した。2019

年から2020年の西之島の活動について，マルチ衛星観測によって，地形・噴出物分布状況

の変化，熱異常からの噴出率変化，溶岩と火砕物の割合の変化，二酸化硫黄放出率の変

化，変色海域の把握を行うことにより噴火プロセスを推定した。 

 

２．６ 霧島山新燃岳の溶岩ドームにおける爆発条件、噴火遷移，帯磁率変化の推定  
霧島山新燃岳の2011年噴火の岩片試料の分析から，溶岩ドーム形成過程において，ナ

ノライトの結晶化により，メルトとマグマの粘性が上昇したことが分かり，この粘性上

昇により気泡過剰圧が溶岩ドームの破砕強度を超えることで，爆発が発生することが分

かった。マグマ水蒸気爆発からマグマ噴火に遷移した新燃岳の2018年噴火の火山灰試料

の帯磁率の測定により，噴火活動の推移と帯磁率の増加の対応が見られ，帯磁率が相対

的に低い粒子の量比がマグマ噴火に近づくにつれて低下することが分かった。 

 

２．７ 草津白根火山の精緻な地下構造推定と2018年本白根山噴火と流体移動との関係  
稠密および広域の観測によって，より精緻で広域までカバーされた草津白根火山周辺

の比抵抗構造が推定された。推定された構造と，各種観測から推定された流体流動の情

報をもとに2018年本白根山噴火とunrestの関係の議論が進んだ。比抵抗構造からは，白

根火砕丘の地下浅部に釣鐘状に広がるcap rockのほか，その下の海抜0から海抜4 km程度

の広い範囲に流体貯留域，およびマグマ溜まりに対応する領域が見いだされた。2018年

本白根山噴火に関しては，火口直下において繰り返し開閉する鉛直開口クラックが見い

だされたほか，噴火前後の流体移動と構造との関係が議論された。さらに，湖水や火山ガ

スの化学的特徴を解析する手法が新提案され，マグマガスと地下水循環の時間変動が示

された。 

 

２．８ 鬼界海底カルデラにおけるマグマ供給系の構造・進化の解明 

鬼界カルデラのマグマ供給系の構造を正確に把握するために，地球物理学的な長期観

測とデータの解析が進められた。地磁気観測データの３次元解析によりカルデラ下の深

さ1-5 kmに低比抵抗領域，地震波トモグラフィー解析によりカルデラ下の深さ10-20 km

に低速度領域が存在することがそれぞれ示唆された。反射法地震探査により得られた層

構造と噴出物との対比からは，２回の大規模火砕流噴火に相当する堆積物が海底に厚く

堆積していることが明らかになり，鬼界アカホヤ噴火に相当する地層の空間分布をもと

に堆積物総量が71 km3以上と推定された。また，海底堆積物の層厚や粒度，構成物，化学

組成の水平変化から，水中での火砕流の流動過程が議論された。噴出物の岩石記載，全

岩，斑晶，石基，メルトインクルージョンの主要および微量元素組成分析からは，（１）

３回の大～中規模の火砕流噴火においてマグマ組成変化が見られ，マグマの起源物質お

よび地殻内分化過程の変化が起きたこと，（２）鬼界アカホヤ噴火では広い組成幅のマグ

マが噴出したがそれらは下部地殻の部分溶融により生成したマグマであること，（３）鬼

界アカホヤ噴火直後には，アカホヤ噴火の出残りマグマが活動し，その後に岩石学的性

質の異なる新たな珪長質マグマと苦鉄質マグマが浅部でマグマ供給系を作り，この供給

系が巨大溶岩ドームや薩摩硫黄島の活動を引き起こしていること，（４）鬼界アカホヤ噴

火後のマグマの変化は，マグマ溜まりに残された結晶に新たなマグマが混合することに



より起こった変化であることなどが明らかになった。 

 

２．９ 富士山の事象系統樹を精緻化するための噴火履歴の研究 

富士山の噴火履歴を精緻化するための噴出物層序の確立，年代測定（古地磁気年代，放

射性炭素年代），富士山のマグマ組成の特徴を把握するための噴出物の化学組成分析（全

岩化学組成分析，LA-ICP-MS分析），および既存文献をもとにした噴出物データベースの

作成が行われた。これらの結果，年代未詳であった溶岩流・火砕流堆積物やテフラ層の年

代，宝永山の形成過程が明らかになるとともに，湖底堆積物を用いた年代測定手法が確

立された。 

 

２．１０ 火山活発化指数VUIを用いた客観的火山評価の試行 

複数火山において観測によるモニタリングを継続するとともに，定期的に研究集会を

行って，観測研究成果を共有してきた。それにより火山活発化指数（VUI）の試験的導入

の取り組みが進んだ。とくに十勝岳，阿蘇山，吾妻山，草津白根山，雌阿寒岳についてVUI

基準の試作を通じて，ノウハウの蓄積が進んだことにより，作成手順の標準化作業が進

んだ。これによって，他の火山へのVUIの導入を円滑に進めることが可能となった。VUIの

利点として，観測データのみに基づくため客観性が高いこと，そして多項目データを統

合するため特定の観測項目に評価が偏重しないこと，単純な論理であるため基準を定義

することで自動化が容易であることが挙げられる。この特徴は火山活動の確率的評価・

予測に取り組む際に有用であると言える。 

 

２．１１ 多項目観測データと物質科学的データからの火山活動推移モデル化と事象分

岐判断 

多項目観測データの解析結果や物質科学的データの分析結果を整理して，火山活動推

移のモデル化や噴火事象系統樹の分岐判断指標の作成や，分岐判断にとって重要な事象

の解析を進めた。地震，地殻変動，磁場変動，熱などのデータを用い，吾妻山と十勝岳の

浅部の力学源の時空間分布に基づく火山活動の理解とモデル化，マグマ挙動の理解に基

づく噴火に前駆する地震や地盤変動の理解，および噴火発生との関係の評価を行った。

また，火口湖の熱・物質収支モデルの構築，噴出物の全岩化学組成や斑晶量などの物質化

学的データおよび噴出物量や岩脈分布などのデータから噴火様式や推移の特徴抽出を行

った。さらに，多孔媒質の熱流体モデルの数値計算から，複数のシナリオにおける地球物

理学的観測量の時空間変化を求め，火山活動推移モデルの検討を行った。 

 

２．１２ 火山活動推移の事象分岐理解のための桜島火山における噴火過程，および脱

ガスが卓越する南岳噴火活動と昭和火口再噴火の前駆現象の解明 

過去の地震火山観測研究計画によって行われた人工地震探査によって得られた地震波

速度構造を用い，初動解析および波形インバージョンによって爆発地震の震源再決定が

行われた。その結果，爆発的噴火の励起源が火口底から数100 mといった従前の研究より

もかなり浅部に推定された。また，桜島の爆発的噴火に伴う地震，空振，傾斜データの解

析から，爆発的噴火の励起源は南岳Ａ火口，Ｂ火口および昭和火口のそれぞれの火口底

直下にあることと，マグマ供給源は共通して南岳Ａ火口直下にあることが明らかになっ



た。また，ミュオグラフィ観測から噴火頻度が高い火口直下では密度が高くなることが

明らかになった。これらの結果から，精度の高い地下構造の情報を加味することで，噴火

活動や噴火過程の理解が格段に進むことがわかった。一方，空気振動を用いることで災

害誘因である火山岩塊の最大到達距離を評価できる可能性を見出した。これは，災害誘

因予測に寄与し，噴火災害の軽減に繋がる成果と言える。 

2017年秋から現在までの南岳山頂火口の噴火活動期においては，二酸化硫黄放出率が

高く，火山灰降下量が2015年前半までの昭和火口噴火期に比べて少ないという特徴があ

る。現在の南岳噴火活動期において桜島中央部の沈降が見出された。また，この期間にお

いて，桜島における重力増加が継続していることが明らかになった。姶良カルデラおよ

び桜島の起震応力場には時間変化がみられず，GNSS観測結果から姶良カルデラのマグマ

蓄積の増加率はほぼ一定である。そして，桜島直下の圧力源は減圧傾向にあり，その一方

で質量増加していることから，噴火活動においては脱ガスの卓越が継続していることが

明らかになった。全体として，桜島の噴火活動は低調で，安定したマグマ供給，深部マグ

マ停滞と脱ガスが卓越する一方で，間欠的なマグマ上昇があったと推察される。また，

2023年２月から８月の昭和火口の噴火活動に前駆した2023年１月からの火口からの活発

な噴気活動と顕著な火山性微動は、火道浅部への新しいマグマ上昇とガスだまりの形成

と振動を示唆し、噴火開始後に微動が消滅したことからガスだまりが破壊されたと解釈

されるなど、噴火事象分岐の理解が進んだ。このことから火山活動推移モデルの構築と

予測に対する重要な知見が得られたと言えよう。 

 

２．１３ 堆積物に基づく噴火物理化学パラメータ推定手法の高度化と事象分岐判断へ

の活用 

霧島火山群 2017-2018 年噴火について，噴火時の調査・観察と火山灰の全岩化学組成

分析，軽石の物性および組織分析にもとづき，表面現象や噴火様式推移の詳細が明らか

になった。この研究は噴出物組織の迅速な解析の重要性を示すとともに，安山岩質マグ

マの噴火様式多様性の原因の理解に貢献した。また，霧島火山の噴火推移パターンの抽

出，近年と歴史時代の観測・観察事例の整理，マグマ供給系のモデル化が行われ，火山活

動推移モデルが作成された。浅間，阿蘇，諏訪之瀬島，榛名，硫黄島等においては代表的

な噴火の噴出物の構成物，組成，組織の時系列変化を明らかにする研究が進められた。浅

間山の 2019 年極小規模噴火では，降灰調査，噴出量推定，火山灰構成物解析に基づく噴

火様式の推定が課題参加機関で協力して実施された。2021 年阿蘇中岳噴火の際の降灰調

査では，火山データ共有システムである JVDN を活用した複数機関による連携調査がはじ

めて実施され，降灰分布や噴出量の迅速な推定が行われた。即時的な噴火現象の把握及

び調査の実践として，西之島 2019−2020 年噴火の噴出物採取や地形データの取得が関係

機関の協力により実施された。アクセス困難な地域の試料採取や地形調査の迅速な実施

においてドローンの活用が有効であることが示された。福徳岡ノ場 2021 年噴火について

は，遠隔観測・観察を活用した噴火様式や推移の把握，定常一次元モデルを用いた噴出率

等の噴火パラメータ推定，化学分析にもとづくマグマの特徴把握や SO2 収支推定などが行

われ，噴火の全体像と浅海でのマグマと海水との相互作用のプロセスが明らかになった。 

 

［２］令和５年度の成果 



１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

ウ．地質データ等の収集・集成と分析 

長期間における火山現象とそれに伴う災害を正確に把握するためには，地質データ等

を収集して調査・分析を行い，データベースを整備・拡充することが重要である。そこ

で，マグマの性質と噴火の爆発性の関連性を調べるために，富士火山の溶岩およびスコ

リアを対象として，かんらん石斑晶と斜長石斑晶とメルトとの平衡からマグマの温度と

含水量を算出し噴火様式との関連を調べた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_02]）。

その結果，噴火前のマグマ含水量が高い方が爆発的な噴火となる傾向が見えた。t 検定で

は溶岩噴火がスコリア噴火に比べて噴火前のメルトが低含水量という仮説が支持された。

さらに，噴出物組成や噴出量，噴火間隔の時間発展についてマグマ供給系モデルをもと

にして検討した結果，マグマ溜まりの実効的な大きさについて制約が得られたほか，実

際の噴火で噴出量が２−３桁に渡り変化していることを説明するためには，マグマが上昇

途中で固化し噴出できない場合や，マグマ溜まりの粘弾性変形によるマグマと周辺物質

の密度差の浮力への変換によりマグマの上昇力が維持される場合を考慮する必要がある

ことが示唆された（図１，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_02]）。約 7,600 年前の摩

周カルデラ形成期の降下軽石と火砕流堆積物中の軽石を対象に Fe3+/Fe2+を検討した結果，

火砕流の軽石の Fe3+/Fe2+比は降下軽石のそれと比較して低い傾向があることを見出した。

そして， Fe3+/Fe2+比の変化は噴火時の噴煙の温度を反映し，火砕流堆積物中の軽石の

Fe3+/Fe2+比は火砕流発生時の噴煙の温度低下を記録している可能性があることを指摘し

た（公募研究[課題番号: KOBO21]）。本白根火砕丘群，逢ノ峰火砕丘群，白根火砕丘群の

マグマ噴火噴出物の層序確立，各マグマ噴火噴出物の年代測定，QGIS を用いた噴出量推

定に基づく各火砕丘群の積算マグマ噴出量階段図作成を行った(図２，富山大学[課題番

号：TYM_01]，石﨑・他，2023)。これにより各火砕丘群のマグマ噴火ポテンシャルの評価

が可能となった。草津白根火山全体を見ると，約 5,000 年前の殺生溶岩の噴火後は活動

が低調化したこと，約 2,000 年前には白根火砕丘群と本白根火砕丘群が相次いでマグマ

噴火を起こしたこと，約 1,200 年前には本白根火砕丘群と逢ノ峰火砕丘群が相次いでマ

グマ噴火を起こしたことが明らかになるなど，火砕丘群間でマグマ噴火の連動があった

ことを覗わせる知見が得られた。将来噴火する可能性の高い活火山の中長期的活動評価

と予測のため，活動的火山の地質図作成を進めた（産業技術総合研究所 [課題番号：

AIST03]）。秋田焼山・御嶽山・雌阿寒岳の火山地質図の取りまとめを進め，秋田焼山に

ついては完新世噴火史を論文として公表した(産業技術総合研究所[課題番号：AIST03]，

南・他，2023)。伊豆大島では沿岸部水深 400 m 程度までをカバーする陸海シームレス赤

色立体地図を作成し，火口位置と噴火履歴を盛り込んだ噴火口図を作成した。また，阿蘇

カルデラ阿蘇４火砕流堆積物分布図，阿蘇カルデラ阿蘇３火砕流堆積物分布図を整備し

た(星住・他，2023)。日本列島の火山の地質情報を最新の知見に基づいて収集・整理し，

日本の火山データベースを更新・拡充した（産業技術総合研究所[課題番号：AIST03]）。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明 

低頻度で大規模な火山噴火現象の発生履歴，規模等を解明するためには，史料・考古デ

ータ，地質データ等の分析を着実に進める必要がある。そこで，浅間山16 ka大規模珪長



質噴火の一連の活動のうち，２つのプリニー式噴火（YP，YPk）の噴火推移やマグマ溜ま

り条件を明らかにした（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_03]）。火砕物の粒径変化と

異質岩片量変化の関係からは，YP噴火では火道壁の破壊と共に噴火強度が減少した一方，

YPk噴火では火道径を拡大しながら噴火強度が増していった可能性が示された。 

霧島火山群については，新燃岳，御鉢，えびの高原硫黄山，御池の起源マグマの共通性

を明らかにするために，全岩主要，微量元素，Sr-Nd-Pb同位体比組成分析を行った。その

結果，前三者は同位体３元素それぞれについてほぼ同様の組成比を有することから共通

の起源物質に由来すること，御池は異なり，地殻物質の混染の影響を強く受けた起源物

質に由来することなどを明らかにした（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_03]）。 

十和田カルデラ噴出物の基礎分析およびU-Th放射非平衡分析と，桜島完新世噴出物の

試料採取および基礎分析を実施した（北海道大学[課題番号：HKD_02]）。その結果，十和

田火山Episode QからAでは時代とともに 87Sr/86Sr比が上昇および 206Pb/204Pb比などが減少

する傾向が見られ，Episode L（カルデラ噴火）直後のEpisode KからFにかけてはその傾

向が乱れることが確認された。このことから，カルデラ噴火によりマグマ系がリセット

され，５千年ほどの時間をかけてマグマ系の再構築が行われていたことが示唆された。

桜島北岳と南岳の噴出物については，主要元素・微量元素組成のみならずSr-Nd-Pb同位

体比でも両者が明瞭に区別されることが明らかとなった。鬼界カルデラにおいて，複数

回の研究航海により取得した地球物理学的観測データの解析と，掘削とピストンコア，

ドレッジおよび陸上で採取された試料の岩石学的，地球化学的・地質学的解析を進めた

（神戸大学[課題番号：KOBE01]）。観測データの解析より，鬼界カルデラ下深さ10-20 km

に低速度領域が存在することなど地殻・マントル構造を推定した。反射法地震探査のデ

ータ解析と試料分析により鬼界アカホヤ噴火の噴出物と認定した堆積層の厚さ変化を明

らかにし，堆積物量や火砕流の流動堆積過程について議論した（神戸大学[課題番号：

KOBE01]，Shimizu et al., 2024）。堆積物・岩石試料について，微量元素や揮発性成分

など物質科学的分析を進めることで，鬼界アカホヤ噴火とその後に活動した溶岩ドーム

のマグマ供給系の変遷過程について考察した。また，大規模火砕流堆積物については，化

学組成分析，古地磁気測定による定置温度の推定などを進め，海面および海底を流動す

る火砕流の運搬堆積様式および冷却過程について検討を行った。 

 

（４）火山現象の解明とモデル化 

ア．火山現象の定量化と解明 

多様な火山現象を理解するためには，多項目の観測を行い，進行する火山現象を時空

間的に定量化するとともに，火山噴出物の分析，マグマの物理・化学的な実験および数理

モデルによる理論解析を行う必要がある。霧島火山の地震・空振観測データから，衛星を

含めた多項目データと先行結果とあわせて新燃岳と硫黄山の活動を検討したところ，

2017年噴火の半年前から新燃岳火口近傍にて発生する振幅が小さく常時発生しているバ

ックグラウンド微動の振幅に加速的増大がみられ，硫黄山の噴火活動との連動が見出さ

れた。また，新燃岳の2018年噴火に前駆してバックグラウンド微動の振幅の加速的増大

が見られ，微動源の移動ののち，2018年４月の硫黄山噴火が発生した（東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_07]，Ichihara et al., 2023）。微動の震源の移動や振幅の加速的増

大が噴火に先行して見られたことから，微動の活動把握が噴火発生予測に有用であるこ



とを示している。調和的な火山性微動の発生モデルによる震源時間関数とグリーン関数

をたたみ込み積分することで，箱根火山の深部低周波微動の観測波形を説明することに

成功した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_07]，Ozaki et al., 2023）。桜島の爆発

的噴火に伴う地震・空振・傾斜の解析と噴出物の物質科学分析の結果，および火道流モデ

ルにもとづく数値計算結果から，爆発的噴火は火口底から下0.5-1 km付近の数十mの領域

における増圧によって開始され、噴出時に南岳A火口直下が減圧し，大きな噴火の場合は

減圧が深さ数kmにまでおよぶことが明らかになった（東北大学理学研究科[課題番号：

THK_03]，Nishimura et al., 2024）。 

海底火山活動中に発生する顕著な現象の一つに，変色海水がある。岩石―酸性化海水

反応実験を行い組成変化と火山活動との関係を考察し，火山活動の活発化に伴って生成

される熱水はFeの割合が高く，沈静化に伴ってFeとAlの割合が低くなり，Siの割合の高

い熱水が生成されることがわかった（東京工業大学[課題番号：TIT_01]）。 

弥陀ヶ原火山の地獄谷にて水準測量を毎年行い，2020年以降の地盤隆起を水平開口割

れ目で説明することができた（富山大学[課題番号：TYM_02]，堀田・他，2023）。 

 

イ．マグマ溜まりと火道内過程のモデル化 

噴火事象の分岐は，火道上昇中のマグマの発泡・脱ガス現象の起こり方の違いに起因

すると考えられる。溶岩ドームの爆発が起こるためには，溶岩ドーム内でのガスによる

過剰圧の増加が必要であり，それを引き起こす原因として溶岩ドーム内のマグマで多孔

質組織が形成されることが知られている。再現実験により，多孔質組織が，ソリダス近傍

の水飽和条件下において４日から８日で形成されることが明らかになった（東北大学理

学研究科[課題番号：THK_04]，Sakurai et al., 2024）。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

ウ．火山噴火を支配するマグマ供給系・熱水系の構造解明 

火山地域において，地震波速度・減衰構造や比抵抗構造等を明らかにするすることで，

火山活動を支配する場のモデル化を進める必要がある。地震波形の相関解析から御嶽山

の山頂から深さ5 km付近までの地震波速度構造と反射面を推定し，マグマ溜まり上面や

低透水層の境界面に対応する反射面が見出され，震源分布との対応から火山性流体や熱

輸送に関する描像が得られた（東北大学理学研究科 [課題番号： THK_08]， Maeda and 

Watanabe, 2023）。鹿児島湾奥に存在する海底火山である若尊カルデラにおいて，定期的

にヘリウム観測を行い，熱水性ヘリウムのフラックスの推定を行ったところ，2015年の

桜島の火山活動活発化の時期において若尊カルデラの活動度が変化していなかったこと

を明らかにした（東京大学大気海洋研究所[課題番号：AORI02]，公募研究[課題番号：

KOBO32]，Nakajima et al., 2024）。稠密MT観測から2018年に噴火した本白根火砕丘の

浅部には白根火砕丘のような釣鐘状cap rockが発達していないことが明らかとなった

（東京工業大学[課題番号：TIT_03]，Honda et al., 2023）。2018年本白根山噴火に伴う

地震波解析から鉛直開口クラックの上の浅部にシル状の圧力変動源が求まった。このこ

とは，開口クラックを通じて上昇してきた流体の一時的な停留を示唆していることが分

かった（東京工業大学[課題番号：TIT_03]，Yamada et al., 2023）。鬼界カルデラ周辺

にて行われた反射法地震探査のデータ解析と研究航海にて採取された火砕物堆積物や岩



石試料の分析によって，鬼界アカホヤ噴火の噴出物であると認定した堆積層の厚さの変

化が，噴出の給源からの積算面積に対して指数関数的に減少すること，そしてその減少

の係数が極めて小さいことが明らかになった（神戸大学[課題番号：KOBE01], Shimizu et 

al., 2024）。また，この研究は，火砕物が希薄な密度流を形成して拡散したこと，巨大噴

火により発生した火砕流が，水深が十分ある海中に入ると，水中では希薄な密度流を形

成して拡散していくことを初めて明らかにした（神戸大学[課題番号：KOBE01], Shimizu 

et al., 2024）。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（４）中長期的な火山活動の評価 

ア．火山噴火の長期活動の評価 

火山噴火の長期活動については，火山ごとに噴火の特徴と履歴を明らかにするととも

に，年代測定精度の向上や階段ダイアグラムの高精度化，物質科学的解析に基づいて評

価を行う必要がある。そこで，富士山のマグマ全体の化学的な特徴を把握するために，文

献などから計1,417の噴出物の全岩主要元素組成を収集し，このデータセットに対しk-平

均法クラスタリング解析（KCA）および主成分分析（PCA）を行った（山梨県富士山科学研

究所[課題番号：MFRI_01]）。PCAの結果からは，４つの主成分で全体の95%以上を，６つ

の主成分で全体の98%以上を説明できることが判明した。第１主成分はマグマの分化過程

あるいはマグマ溜まりの違いを反映し，第２主成分は活動期ごとのマグマの系統的な組

成変化・違いを反映している。また，詳細なテフラ層序を確立するため，富士山の北麓か

ら東麓で地表露頭調査およびトレンチ調査を実施し，山中湖の堆積物コア試料も活用し

て地層対比を行った結果，北東麓には指標テフラであるZuとHoの間に比較的規模の大き

なテフラ層が６枚あることが明らかとなり，これらの噴火年代の推定も行った（山梨県

富士山科学研究所[課題番号：MFRI_01]）。伊豆大島，浅間山，霧島山において，過去数

100年の噴火を対象とした噴出物の地質調査を行い，テフラ層の区分や特徴の明確化と，

岩石鉱物化学組成・組織など物質科学的情報の収集を進めた（東京大学地震研究所 [課

題番号：ERI_03]）。伊豆大島では，歴史時代大規模噴火の噴出物の物性，化学組成，組

織分析を行い，大規模噴火に共通する性質および，噴火推移やマグマ溜り条件に制約を

与える研究を進めた。とくにY1噴火については噴火様式と噴火推移，マグマの関係を明

らかにした成果を論文として出版した（東京大学地震研究所  [課題番号： ERI_03]，

Ikenaga et al.,2023）。高分解能で噴火履歴を解明し，中長期的活動評価と予測を行う

ために，御嶽火山・秋田焼山等の岩石試料を対象とした感度法K-Ar及びAr/Ar年代測定を

実施し，10万年前より若い火山噴出物の噴火年代を明らかにした（産業技術総合研究所

[課題番号：AIST03]）。 

 

イ．モニタリングによる火山活動の評価 

火山活動の数ヶ月から数年の中期的な時間スケールについては，多項目の地球物理学

的・地球化学的なモニタリングにより火山の状態を把握することで，火山現象と噴火の

関係を定量的に明らかにする必要がある。人工衛星と地上トラバースによって十勝岳の

二酸化硫黄放出率の観測を行った。そして，冬期における1,000トン/日を超える高い放

出率の原因を検討した結果，風速の過剰見積りに起因する誤差，積雪時の反射率が適切



に考慮されていないことによる誤差，積雪と雲の誤認に起因する誤差にて冬期放出率の

過剰な見積りの大半を説明できることが分かり，これらの誤差に対する補正をすること

で，冬期においても高頻度かつ高確度の二酸化硫黄放出率データを得ることができるよ

うになった（図４，北海道大学[課題番号：HKD_04]，東京大学理学系研究科[課題番号：

UTS_06]， Yamaguchi et al., 2023）。 

雌阿寒岳，十勝岳，樽前山，倶多楽，有珠山および北海道駒ヶ岳において，地球化学的・

地球物理学的モニタリングを継続して行ったが，明らかな活動の活発化を示唆する変化

は確認されなかった。また、雌阿寒岳の温泉・噴気観測の結果から熱水系の概念モデルを

構築した（北海道立総合研究機構[課題番号：HRO_01]，Takahashi et al., 2023）。 

 

（５）火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測 

噴火事象系統樹をさらに発展させ，火山噴火に先行する現象，噴火発生，噴火規模や様

式の時間変化，終息までを一連の現象として捉えた火山活動推移モデルを構築する必要

がある。そこで，観測データの解析結果や物質科学的データの分析結果を整理して，火山

活動推移のモデル化や噴火事象系統樹の分岐判断指標の作成，分岐判断に重要な事象の

解析を進めた（東北大学理学研究科[課題番号:THK_11]）。 

例えば，十勝岳では浅部の地殻変動源の膨張収縮とマグマからの熱および物質供給の

関係を，阿蘇山では噴火前駆地震と噴火様式および規模との関係を議論し，吾妻山では

長周期地震からの深部からの流体収支推定が行われた（東北大学理学研究科 [課題番

号:THK_11]）。さらに，御嶽山や草津白根山については数値モデリングによって、それぞ

れ高圧流体による火山構造性地震活動活発化や，湖底熱活動の評価が行われた（東北大

学理学研究科[課題番号:THK_11]）。また，日本国内外の噴火に関連する火山活動の推移

について，１）噴火前駆過程において地殻変動のみが起こる非破壊性マグマ貫入から，火

山構造性地震を伴う破壊性マグマ貫入への移行，２）マグマ貫入速度と噴火の爆発力が

比例，３）古い噴出物を排出して新鮮なマグマを放出，４）マグマ噴火は揮発性成分が卓

越する噴火から脱ガスしたマグマ物質が卓越する噴火へ移行するという4段階からなる

基本的なモデルを提示した（京都大学防災研究所[課題番号:DPRI06]）。 

桜島において地震，地殻変動などの連続観測と，海底地震観測，水準測量，重力測定な

どのキャンペーン観測を実施した（京都大学防災研究所[課題番号:DPRI07]）。2023年２

月には約５年ぶりに桜島昭和火口で噴火が再開したが，噴火に前駆して噴気が増加し，

火山性微動の活動が活発化した。地震計アレイ解析の結果，火山性微動は実体波もしく

は表面波からなり，時間的に変化しない火口下の極浅部を震源としていたことが分かっ

た。火山性微動は昭和火口の噴火発生によって消滅したことおよび，振動のピーク周波

数と周波数半値幅の時間変化から，火山性微動の震源域と想定される火口直下にあった

ガスポケットが噴火によって破壊されたと推察した（図５，京都大学防災研究所[課題番

号:DPRI07]）。 

 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

ウ．火山噴出物による災害誘因の即時予測手法 

噴火発生直後に火山噴出物などの災害誘因を高精度かつ即時的に予測する手法を開発



することは重要である。そこで，堆積物解析手法の高度化と，噴出物時系列解析・分析手

法の高度化を目指し，霧島，阿蘇，諏訪之瀬島，榛名，硫黄島，福徳岡ノ場等の活動的火

山で研究を進めた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_17]）。 

霧島新燃岳については，2017-2018年噴火の表面現象・噴火様式推移を，噴火時の調査

観察（踏査およびドローン）と火山灰の全岩化学組成分析，軽石の物性および組織分析に

もとづき詳細を明らかにした。その結果，観測された噴火様式とその変遷は，山頂火口直

下の地質構造とマグマ上昇速度の影響を強く受けたこと，爆発と溶岩ドーム形成を同時

に発生するハイブリッド噴火により，2011年噴火には認められない高結晶度の軽石が生

じたことなどがわかった。高結晶度の軽石は，準プリニー式噴火には至らない程度のゆ

っくりとしたマグマ上昇速度を反映した噴出物と考えられ，ハイブリッド噴火特有の噴

出物の可能性がある。この研究は，噴出物組織の迅速な解析の重要性を示すとともに，安

山岩質マグマの噴火様式多様性の原因について理解を進めることに貢献する（Maeno et 

al., 2023）。さらに霧島火山群全体については，完新世の噴火履歴を整理するとともに，

一回の噴火の規模や噴火様式の変化の共通性等を考慮し，噴火推移パターンを７タイプ

に分類した。そして，この噴火推移パターンと近年や歴史時代の観測・観察事例，マグマ

供給系モデルにもとづき，霧島火山群全体に対する火山活動推移モデルを作成した。ま

た，各噴火事象の発生頻度をもとに分岐確率についての評価も行った（東京大学地震研

究所[課題番号：ERI_17]）。 

 

５．研究を推進するための体制の整備 

（１）推進体制の整備 

火山災害の軽減するためには，火山活動の推移を把握し，必要に応じて発生しうる火

山災害への対策を講じる必要がある。新たな体制となった火山噴火予知連絡会において，

2023年７月と2024年２月に定例会が開催され，全国の火山活動の状況について取りまと

められた（気象庁[課題番号：JMA_08]）。また，口永良部島では，約200年噴火が発生し

ていない古岳火口で火山活動が活発化したことを受けて，火山活動評価検討会の地域会

合を開催し，火山活動の総合的判断を行った（気象庁[課題番号：JMA_08］）。この会合

は火山噴火予知連絡会の新たな体制において初めての地域会合である。さらに，火山調

査研究検討会設立に向けた準備会では，火山噴火に伴うハザードの評価も行う噴火災害

特別委員会について，緊急時に機能するための方策を検討した（気象庁 [課題番号：

JMA_08]）。 

 

（３）研究基盤の開発・整備 

火山現象の解明と予測のための研究を進め，災害関連情報の迅速な発信や，火山活動

評価の高度化をするためには，観測基盤を維持・整備するとともに，必要に応じて観測体

制の強化をする必要がある。全国50火山を対象に地震計，空振計，GNSS，監視カメラ等に

よる連続監視観測を継続した（気象庁[課題番号: JMA_12, JMA_15]）。全国の活火山に

ついてGNSS繰り返し観測，熱観測等の調査的な機動観測を計画的に実施した（気象庁[課

題番号: JMA_12, JMA_15]）。阿蘇山や桜島等のガス放出が継続している火山において，

二酸化硫黄ガス放出率観測を繰り返し実施し，倶多楽，吾妻山，弥陀ヶ原，口永良部島に

てドローンによる可視・熱赤外観測を実施し，火山活動評価に活用した（気象庁[課題番



号: JMA_12]）。観測結果については噴火警報，火山の状況に関する解説情報，火山活動

解説資料や気象庁ホームページなどにて公表した（気象庁[課題番号: JMA_12, JMA_15]）。

光計測技術を用いた重力計と地震計の開発を引き続き実施した。重力計については落下

装置の改良を行い，地震計については観測坑道にて性能評価を行い，遠地地震等を観測

できる性能を有することを確認した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_20]）。桜島の

南岳火口と昭和火口の両方についてミュオグラフィ観測データを解析し，噴火活動のあ

る火口と火口底下の密度に相関を見出し，南岳火口の噴火時期に南岳火口下の密度が高

く，昭和火口の噴火時期に昭和火口下の密度が高いことが明らかになった（東京大学地

震研究所[課題番号：ERI_21]）。航空機による南方諸島および南西諸島における海域火山

の定期巡回監視観測を実施した（海上保安庁[課題番号：JCG_04]）。西之島と硫黄島につ

いては監視体制を強化し，月１回程度の監視観測を実施した。鳥島近海については，測量

船による海域火山基礎情報調査を 2024年１月に実施した（海上保安庁 [課題番号：

JCG_04]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

この５ヶ年の観測研究計画において，前述の通りいくつもの重要な成果が得られた。

その中には，今後の研究に繋がる芽がいくつもある。例えば，非爆発的噴火から爆発的噴

火への遷移について溶岩ドームにおける爆発的噴火を支配する指標が得られる可能性が

ある。VUIの複数の火山への適用に代表されるように，火山活動の定量的評価に関する試

みが行われた。火山活動の定量的評価における様々な課題を解決しつつ，火山活動の定

量的評価を進め，火山活動推移モデルに基づく予測の試行と検証が次期研究計画におい

て遂行されることを期待する。予測の試行と検証においては，火山体構造推定によって

得られた火山現象発生場の理解を進めると同時に，比較的単純なマグマ供給系モデルで

噴出量と噴出物組成の時間変化の検討を進めるという方向性がでてきた。噴火活動推移

のモデル化をさらに進めることによって，火山災害の推移を事前に検討することができ

るようになる。これらの課題に対して着実に成果を出すことにより，次期研究計画がよ

り噴火災害の軽減に貢献するものとなろう。 
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図１．富士山の溶岩試料とスコリア試料の含水量と温度（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_02]） 

含水量が高いと爆発的な噴火をする傾向が見て取れるが，爆発的噴火と非爆発的噴火の範囲は重

なっており，含水量と温度以外に噴火様式を制御する要因があることが示唆される。 

 

 

図２．草津白根火山のマグマ噴出量階段図（富山大学[課題番号：TYM_01]） 

最近18,000年間の階段図（左）と最近6,000年間の階段図（右）。逢ノ峰火砕丘群の噴出量は白根

火砕丘群と一括して示した。第３活動期とは平兵衛池溶岩の噴出から始まる草津白根火山の最新

の活動期のことである。 

 

 



 

図３．多項目データから見た霧島火山の2017年〜2018年噴火の推移（東京大学地震研究所［課題

番号：ERI_07］） 

GNSSによる面積歪と霧島火山周辺の観測点におけるseismic background leve (SBL)の時間変化

（左上）。新燃岳と硫黄山の膨張とSBLが連動していることを示す模式図（左下）。左上図の黄色

で示す枠内の期間における連続微動の振幅（右上）。振動源の位置（赤丸）の推移と全期間にお

ける微動源の位置（白丸）（右下）。 

 

図４．十勝岳の火口から放出された二酸化硫黄放出率の推移（北海道大学[課題番号：HKD_04]） 

人工衛星データ（OMI, TROPOMI）を利用することで、従来は夏季に限られた放出率データが通年

で使えるようになった。背景の水色の棒グラフは積雪高を示す。 



 

 

図５．桜島の昭和火口噴火に前駆した火山性微動のピーク周波数と周波数半値幅の変化（京都大

学防災研究所[課題番号：DPRI07]） 

赤丸がピーク周波数を示し，青の縦実線が周波数半値幅を示す。黒色とオレンジの縦実線はそれ

ぞれ南岳山頂火口と昭和火口の噴火・爆発の時間を示す。 



１（５）災害誘因評価・即時予測 
            

            「災害誘因評価・即時予測」計画推進部会長 太田雄策 

                          （東北大学大学院理学研究科） 

                                    副部会長 為栗 健 

                                （京都大学防災研究所） 

 

はじめに 

地震・火山噴火という自然現象が引き起こす地震動，津波，火山噴出物，斜面崩壊等の

災害誘因は自然や社会に潜在的に存在する脆弱性等の災害素因に働きかけ，これらの相互

作用に応じて様々な規模の災害が発生する。すなわち災害誘因評価の高度化は，災害軽減

を果たすために有効な手段である。こうした観点から，「災害誘因評価・即時予測部会」で

は災害誘因や災害リスクを事前に高い精度で評価する手法を開発する「地震・火山噴火の

災害誘因の事前評価手法の高度化」ならびに地震や火山噴火が発生した直後に高精度かつ

即時的に災害誘因を予測する手法を開発する「地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法

の高度化」を推進するとともに，それら災害誘因予測を効果的に防災対策の推進に結びつ

けるための「地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究」を進めた。 

 

５年間(令和元年−５年度)の成果 

 

５年間の成果概要 

本部会では，事前予測については強震動および斜面崩壊，また土石流や火山噴火にとも

なう火砕流等を，即時予測については強震動や津波，火砕流等をその対象として研究を推

進してきた。その結果，いずれの項目についても，災害軽減に資する重要な成果が得られ

た。以下，大学が実施した研究の５年間の成果のうち，代表的なものをまとめる。 

 
３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（１） 地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

ア． 強震動の事前評価手法 

広帯域強震動予測の高度化のため，強震動予測のための震源断層モデルや広帯域地震動

特性に強く関係する浅部・深部地盤構造モデルの検証と改良を目的とし，大阪・京都・奈

良盆地の地盤構造モデルに対して，対象地域の各機関の強震観測波形データを収集し，地

震動シミュレーションを実施して観測記録と比較することにより，モデルの妥当性の検証

や改善点の洗い出しを実施した。また，モデル構築時に用いられていない探査データを取

り入れる方法を開発し，モデルの修正を行った。また，強震記録を用いたスペクトルイン

バージョン法により，静岡県及び北陸地域における強震観測点のサイト増幅特性を求めた

（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI08]）。 

計画期間中に発生した顕著な地震の震源過程を，強震記録を用いて求め，その特徴をこ

れまでの解析で進めてきている強震動予測のための震源断層モデルの統計的特徴と比較

することにより，モデル設定の妥当性やばらつきを評価するとともに，極大地震動の特徴



について震源過程や地盤構造の観点から検討し，それらのモデルの高度化に必要な要素を

抽出した。具体的には 2018 年北海道胆振東部地震（M6.7），2023 年能登半島北部の地震

（M6.5），そして令和６年（2024 年）能登半島地震（M7.6）の分析を進め，例えば 2018 年

北海道胆振東部地震(M6.7)では強震記録をもちいた断層破壊過程を推定して，すべりの特

徴を分析するとともに，広帯域地震動シミュレーションにより，強震動生成域（SMGA）の

位置を求め，従来の強震動予測のための震源断層モデルの考えが妥当であることを示した。

地盤構造の観点からは，例えば，2024 年能登半島地震において，微動や小地震での卓越周

期が１秒程度である地点で長周期化が起き，一般家屋でより厳しい周期の地震動が長時間

続いたことで被害が拡大した可能性があることを指摘した（京都大学防災研究所[課題番

号：DPRI09]）。 

2000 年鳥取県西部，2016 年鳥取県中部の地震など西日本の地殻内地震で観測され，変位

振幅から推定する Mj の過大評価の原因となる，周期 6～20 秒の Love 波パルスの生成メカ

ニズムを，地下構造と Love 波の群速度の分散曲線との特徴から説明した（東京大学地震研

究所[課題番号：ERI_14]）。深発地震で太平洋岸での震度が大きくなる異常震域に対し，

2013 年オホーツク海深発地震（610 km, Mw8.3）では，稚内や秋田など日本海側の震度が

大きな，通常と逆の震度分布となった。Hi-net 波形解析と地震波伝播シミュレーションに

より，この原因が，１）上部／下部マントル境界での S 波の caustics，２）地表での sP 変

換波と sPL 波，３）地表での sS 反射波であることを確認した(東京大学地震研究所[課題

番号：ERI_14]，Kennett and Furumura, 2019)。地震波伝播シミュレーションオープンコ

ード（Open SWPC; Maeda et al., 2017）の国内外からのフィードバックを受けて機能拡

張を行った(東京大学地震研究所[課題番号：ERI_14])。 

常時微動を用いて建物振動特性を把握するため，複数台の地震計による同時観測から，

並進およびねじれ振動を分離し，人力加振によらずとも減衰特性を抽出できる RD 法の導

入により，簡易判定に必要な固有周期と，減衰および地盤に対する振動倍率を評価するル

ーチンを確立した（鳥取大学[課題番号：TTR_01]）。 

熊本地震の際の建物被害を分析し，地表地震断層から百メートルの範囲に集中すること，

被害率と断層距離との間に負の相関があること，またその原因を地盤効果等で説明できな

いことを明らかにするとともに，地下 2 km 以深にのみ震源断層モデルを想定する従来の

手法では地表変位や地震動を説明できないことを明らかにした。さらに，地表地震断層と

深部の震源断層モデルを接合させる手法を検討し，新たな強震動発生モデルの検討を進め

た （名古屋大学[課題番号：NGY_05])。  

 
イ．津波の事前評価手法 

巨大地震に伴う海底斜面崩壊による津波の数値計算手法を開発し，1929 年 Grand Banks 

Tsunami の再現実験に適用した。海底斜面崩壊による津波の励起の数値計算は Tsunami 

Square の手法を改良し，海底斜面崩壊と津波を同時に計算した。その結果，Halifax(カナ

ダ)の検潮記録と海底ケーブルの切断時間を再現できる海底斜面崩壊モデルを推定する事

に成功した。火山島の山体崩壊による津波の即時予測手法の開発も行い，2018 年アナクラ

カトア火山噴火（インドネシア）による地すべりを念頭に，クラカトアの周辺の諸島に６

つの仮想観測点での津波波形が得られるものとして，これらの地点での波形を用いて，ジ

ャワ島西岸やスマトラ島東岸での津波を予測する手法を開発した（北海道大学[課題番号：



HKD_05]）。 

 

ウ．大地震による災害リスク評価手法 

シナリオ地震の強震動評価として，日本で開発された強震動予測手法を国際的なプラッ

トフォームに実装すると共に，確率論的地震動評価に役立つ，地震動予測式の非エルゴー

ド性の定量化を行った。これにより，世界複数国の重要構造物の入力地震動に検討される

可能性が生まれた(東京大学地震研究所[課題番号：ERI_16])。 

 
エ．地震動や火山活動による斜面崩壊の事前評価手法 

崩壊発生場の抽出に関する成果として，主に南海トラフ巨大地震時の深層崩壊を念頭に

置き，過去の斜面崩壊に共通する地質的特徴の洗い出し，高密度航空レーザーデータや国

土地理院による干渉 SAR 解析画像を用いた危険斜面の抽出，地震時に斜面崩壊を発生しう

るテフラの分布図（東日本版）を作成した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]）。地

すべり発生地の空間的に多様な地震動特性の抽出，地すべり変位の地震直前の安全率依存

性，盛土材質による間隙水圧応答特性の違い，粘土鉱物ハロイサイトの構造の違いとせん

断特性などについて明らかにした（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]）。地震地すべ

りの先行降雨の影響を見積もるため，および，強震後の長期的な斜面の変形を明らかにす

るため，傾斜計・間隙水圧計・インターバルカメラを 2016 年熊本地震で崩壊した熊本県南

阿蘇村のテフラ斜面上方に設置し，令和３年度から観測を継続し，年間 0.005 度程度の傾

斜変化を伴う定常的な変形が現在も進行していることを確認し，さまざまな降水イベント

に対する土壌水分の時間変化を捉えた（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]）。 

山間部での地すべりや氷河計測を対象とした GB-SAR データを活用し，大気誤差補正ア

ルゴリズムを提案した。特に，屈折率の変化が InSAR の位相に与える影響を統計的に表し，

補正手法に組み込むことで，山間部などの大気の状態変化が著しい場所でも高精度に変位

を計測できることを実証した(東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID03])。 

 
オ．火山噴出物による災害誘因の事前評価手法 

火砕流の発生予測に関して，地盤変動，火山性地震，空気振動，火山ガス，映像等の観

測データを収集し，火砕流発生に関わる物理パラメータを明らかにした。火砕流を伴う噴

火は長期的に収縮傾向の脱ガスが進んでいる際に発生し，噴火直前に見られる地盤変動の

膨張時間，前駆地震の発生頻度と振幅の上昇から火砕流の発生危険度のリアルタイム予測

の検討を行った（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI11]）。火砕流の発生危険度および，

流下予測をリアルタイムに判定し描画するシステムの構築を実施した。発生危険度につい

ては，前駆する群発地震活動と地盤変動の膨張・停滞の変化から，危険度を上げて危険度

を色表示し，地盤変動膨張量からその時点で噴火が発生すると，火砕流としてどの程度流

下するかをリアルタイム表示するシステムを作成した（京都大学防災研究所[課題番号：

DPRI11]）。 

 

（２)地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

ア．地震動の即時予測手法 

鳥取県内を中心に，微動および重力探査を実施し，地盤震動特性および地下構造を把握



し，Web-GIS としてとりまとめた。対象としては，地震被害に影響する厚い堆積層を有す

る地域を均一に測定することを主としつつ，地すべり地形，切盛造成地，地表地震断層ご

く近傍など，山間部での地震被害が懸念される領域にも広げた（鳥取大学 [課題番号：

TTR_01]）。鳥取県内 34 計測震度観測点からの１秒パケットでリアルタイム震度を表示す

る Web 公開（クローズ・ネットワーク）するシステムを構築した（鳥取大学[課題番号：

TTR_01]）。 

強震観測波形データと地震波伝播シミュレーションのデータ同化に基づく，未来の時刻

の揺れの広がりと長周期地震動の即時予測に向けた研究開発を行なった。2007 年新潟県中

越沖地震や 2011 年東北地方太平洋沖地震の K-NET，KiK-net 強震波形と東京大学情報基盤

センターの Oakforest スパコンの超並列（2048CPU）計算により，都心で強い揺れが発生す

る数十秒前に揺れの波形予測の実現性を確認した（Furumura et al., 2020）。さらに，即

時予測の高速化に向けて，同化地点から予測地点の揺れの伝播を，伝達関数（グリーン関

数）を用いて瞬時に予測する手法改良を行った（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_14]，

Oba et al., 2019)。 

同化波動場からの地震波の逆伝播計算により，震源イメージングを行う新たな手法開発

を行なった。KiK-net データを用いて 2004 年新潟県中越地震と 2008 年茨城県沖の地震の

震源イメージングを実行し，従来の Back Projection 法や Time Reversal 法に比べて粗い

（20 km 程度）観測点配置でもシャープな震源モデルが得られることを確認した（東京大

学地震研究所 [課題番号：ERI_14]，Furumura & Maeda, 2021)。 

 
イ．津波の即時予測手法 

リアルタイム GNSS による震源断層即時推定における不確実性の定量評価をマルコフ連

鎖モンテカルロ法 (MCMC) で行うための技術開発を行い，単一の矩形断層モデルをリアル

タ イ ム GNSS に よ る 永 久 変 位 場 か ら 推 定 す る Real-time automatic UNcertainty 

Estimation of the coseismic single rectangular fault model based on GNSS data 

(RUNE) を開発した。 RUNE の精度評価を実施し，2022 年３月 16 日に発生した福島沖の地

震の断層モデルを自動推定することに成功した。これらの結果を受け， RUNE は次期の

REGARD 内の１枚矩形断層推定のメインアルゴリズムとして実装・運用されることが決定し

た（東北大学[課題番号：THK_12]）。ハミルトニアンモンテカルロ法 (HMC 法)を用いた１

枚矩形断層モデル推定アルゴリズムの開発を行い，メトロポリスヘイスティング(M-H)と

比較して数％程度の連鎖数で必要な事後確率分布が得られることを明らかにした（東北大

学[課題番号：THK_12]）。 

ソフトバンクが運用する独自 GNSS 観測網データを用いて，2021 年２月 13 日に福島沖で

発生した M7.3 の地震による地震時地殻変動場を検出することに成功した。「ソフトバンク

独自基準点データの宇宙地球科学用途利活用コンソーシアム」を設立し，地震学・火山学

を含む幅広い地球科学用途でのデータの利活用に道筋を付けた（東北大学 [課題番号：

THK_12]）。 

最適内挿法に基づくデータ同化による津波即時予測の応用と，次世代に向けた高精度な

手法の開発とその準備を進めた。具体的にはグリーン関数型津波データ同化手法の実観測

記録への活用や，データ同化手法と組み合わせることを前提とした経験的モード分解法に

基づく津波検知手法の開発（令和元年度）と実応用，地震動や海底の動的変動まで含んだ



より現実的な数値記録合成法の開発等を通じて，データ同化による津波即時予測における

基礎技術を確立した（弘前大学[課題番号：HRS_02]）。 

 

ウ．火山噴出物による災害誘因の即時予測手法 

火山防災上重要な２つの現象，すなわち火山灰堆積後の降雨による土石流・泥流の発生

および噴火時の融雪型火山泥流の発生に関して，その危険度や規模を予測する手法の確立

を目的とし，桜島火山，焼岳火山，メラピ火山等の火山を対象に観測と予測モデル開発を

行った。時間的に変化する泥流・土石流の発生危険度や規模を予測する手法を検討すると

ともに，融雪型火山泥流の発生に関する従来の研究をさらに進展させた（京都大学防災研

究所[課題番号：DPRI12]）。 

 
（３）地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

過去約 110 年間の世界の地震カタログを用いて，M8 クラスの地震が近傍で連発する確

率（半割れケース），M7 クラスの地震のあとに近傍で M8 クラスの地震が発生する確率（一

部割れケース）の評価を行った。南海トラフにおける過去の歴史研究や地質学の研究の文

献を系統的にレビューし，過去の南海トラフ地震発生履歴における連発の有無や可能性に

ついて再評価した。その結果を用い，南海トラフの固有性を考慮した M8 クラス地震の連発

確率を評価した。また，半割れ地震が起こったあとの後発地震による津波リスクの評価手

法も検討した（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID04]）。 

地震学・火山学の成果として可視化・定量化・精緻化されてきている災害情報が，市民・

社会の防災対策の推進に必ずしもつながっていないのではないかという問題意識にもと

づき，地震学・火山学におけるシーズと社会の側のニーズが一致していないこと，地震学

者・火山学者と社会の間にコミュニケーションギャップが存在することを明らかにした。

例えば，地震調査研究推進本部が作成している地震動予測地図では「30 年確率」を用いて

いるが，受け手側の年代によって対策の必要性の意識が高まる「x 年確率」の値が異なる

ことが明らかになった（東京大学情報学環[課題番号：III_01]）。 

 
令和５年度の成果概要 

 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

ア．強震動の事前評価手法 

京都盆地及び奈良盆地内を対象に，国立研究開発法人防災科学技術研究所，気象庁，京

都市，京都府及び奈良県の強震観測点・震度観測点の波形記録を収集，整理，解析した。

収集した波形記録に対し，直達波部分の Transverse 成分の自己相関関数を計算し，多数の

記録の自己相関関数をスタックすることで得られる盆地基盤面での反射 SH 波の往復走時

を読み取った。スタックには Phase Weighted Stack 法を用い，震央距離と震源深さ，入射

角による地震記録選択条件を与えた。その結果，奈良盆地の多くの地点では観測往復走時

と理論往復走時の差異は 20％以内であるが，山科盆地と京都盆地の境界付近の狭窄部や基

盤形状急変部などでは顕著な差異がみられ，より詳細な調査が必要と考えられる地点が見

出された（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI08]）。 



2023 年５月５日能登半島北東部の地震（M6.5）の震源過程および強震動生成モデルを推

定した。M6.5 の地震の震源過程については，能登半島周辺の強震波形（速度，0.1–1 Hz）

を用い，マルチタイムウィンドウ線形波形インバージョン法によって推定した。その結果，

破壊開始点（約 12 km）より北の浅部に向かって，主として破壊が進行したと推定された。

すべり方向は逆断層すべりが卓越し，最大すべり量は約 1.0 m，平均すべり量は約 0.3 m

と推定された。また，M6.5 の地震の震源断層は，2022 年６月 19 日の M5.9 と同じ断層面

（南東に下がる断層面）に位置し，2022 年６月 19 日の M5.9 の地震よりも浅い部分を破壊

したことが示唆された。M6.5 の断層破壊過程モデルを参照し，震源近傍の観測点の広帯域

シミュレーションに基づく強震動生成モデルを求めた。波形からは初期破壊過程があるこ

とがわかっていることから，震源から離れたところに強震動生成域の推定を行った。その

結果，震源より浅い場所に 3 km 四方の強震動生成域をおくことで，広帯域波形の再現がで

きた。この位置は波形インバージョンによるすべりの大きい領域に対応する（図１，京都

大学防災研究所[課題番号：DPRI09]）。 

地表付近の強震動計算の高度化に資するため，とくに震源断層浅部の破壊進展を新たに

モデル化して強震動を試算した。具体的には，2016 年熊本地震を対象として，すべり時間

関数形状・すべり量・ライズタイムについて複数の手法に基づきモデル化に必要なパラメ

ータやそれぞれのモデルの特徴を整理した。続いて，震源断層が地表に達する断層モデル

を想定し，断層浅部のモデル化におけるすべり時間関数，すべり量，破壊伝播速度につい

てパラメータスタディを行って断層近傍強震動の計算結果に与える影響を調べた(名古屋

大学[課題番号：NGY_05]) 。 

 
イ．津波の事前評価手法 

前年度までに実施してきた 1929 年 Grand Banks の津波の再現実験を完成した。オリジ

ナルの Tsunami Square 数値計算手法は海底斜面崩壊に対応できるよう改良した。斜面崩

壊は地震によりトリガーされたとし，震源近傍の急斜面で最初に発生し，その崩壊が徐々

に深海域へと進展するモデルを開発する事で，海底ケーブルの断線時刻を再現し，さらに

崩壊量は Halifax（カナダ）の検潮記録を再現することで推定した。崩壊量は 540 立方㎞

と推定された（図２）。火山性の山体崩壊の津波の即時予測手法の開発においては，駒ヶ岳

山体崩壊に津波について実施した。まず，1640 年駒ヶ岳山体崩壊による津波の再現実験を

実施し，津波堆積物調査結果や崩壊地形などを再現できる山体崩壊のモデルを推定する事

に成功した。さらに，将来発生するであろう山体崩壊による津波の特性を数値実験により

明らかにし，将来噴火湾沿岸の津波を予測するための手法開発への基礎的知見を得る事に

成功した（北海道大学[課題番号：HKD_05]）。 

 
ウ．大地震による災害リスク評価手法 

強震動による地震災害誘因の分析に必要な，国内外の地震に対する強震動記録の分析や

強震動予測を進めると共に，地震動予測式の非エルゴード性に関する日米比較を取り入れ

た国際共同研究を行った。その結果，国際的に構築された沈み込み帯の地震動フラットフ

ァイル NGA-Subduction に比べ，日本の強震観測網による地震動フラットファイル NIED 

flatfile が不確実性を排除するために非常に有効であることを定量的に確認した（東京大

学地震研究所[課題番号：ERI_16])。 



鳥取市鹿野町に立地し，1943 年鳥取地震を経験した伝統的木造建築物（文久年間 1861-

1863 建築）において実施した微動観測結果に整合するように稠密にモデル化し，個別要素

法による震動実験をおこなった。その結果，現在の住宅に適用される，固有振動数と減衰

および地盤に対する応答倍率から評価される簡易判定よりも高い耐震性を有することが

示唆された（図３，鳥取大学[課題番号：TTR_01]）。 

 
エ．地震動や火山活動による斜面崩壊の事前評価手法 

四国・九州内における過去の災害履歴を検討し，付加体地域内に分布する砂岩領域にお

いて地すべり・深層崩壊が多発していることを明らかにした。砂岩が顕著に崩壊を発生さ

せることはこれまで知られていなかったが，特に砂岩地域の中でもメランジュと呼ばれる

変形帯の砂岩は深部まで亀裂が形成されており，さらには断層破砕作用によって中小角礫

化している場所も分布していることを明らかにした。また，2022 年 12 月 31 日に融雪によ

る間隙水圧の上昇で発生したと考えられる山形県鶴岡市の斜面崩壊について，2019 年６月

18 日の山形県沖の地震時に崩壊しなかった理由について現場で採取した試料に対してリ

ングせん断試験を実施することで明らかにした（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]）。 

インドネシアのメラピ火山は，過去に溶岩ドームの崩落が頻繁に発生し，大規模な被害

を引き起こしてきた。2020 年頃から，メラピ山の溶岩ドームの一部が十数メートル変位し

ており，将来的には崩落し火砕流を引き起こす危険性が懸念されている。この背景から，

GB-SAR 高精度化アルゴリズムを用いた溶岩ドームの計測を提案し，令和５年度は，その実

現に向けた準備を進めた（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID03]）。 

 

オ．火山噴出物による災害誘因の事前評価手法 

昨年度に構築した地盤変動，火山性地震，空気振動，火山ガス，映像等の観測データか

ら火砕流の発生危険度をリアルタイム判定するロジックを高度化し，過去の火砕流発生時

の前駆現象から危険度を判定するパラメータのチューニングを行い，より適切な火砕流発

生危険度を評価可能にした（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]）。 

 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

ア．地震動の即時予測手法 

鳥取平野を対象に，鳥取県の地震被害想定（2018 年度）に用いられた地下構造モデルを

新たな視点で更新した。平野内の地震観測点において拡散波動場理論を介して地震基盤ま

での地下構造モデルを推定して物性の標準値を設定し，微動大アレイ観測点での位相速度

分散曲線と微動 H/V の卓越周期を満足するよう標準値に基づく地下構造を推定した。これ

ら地震波速度に基づく層境界と面的に実施されている重力異常に基づく密度層境界の対

応を吟味して，重力異常の形状を用いた RBF 法（CG における点群補間に活用されている）

による面的補間をおこなうことで，対象領域で実施された微動観測を満足する３次元地下

構造モデルを構築した（鳥取大学[課題番号：TTR_01]）。 

２観測点間の地震波伝播を表す伝達関数を，２観測点の強震波形データのデコンボリュ

ーション（逆畳み込み）から予め求めてデータベース化し，大地震の強震観測記録に伝達

関数をコンボリューション（畳み込み）することで，遠地の地点の揺れを即座に予測する

手法の有効性を検討した（Enari and Furumura, 2023；江成, 2024）。具体的には 2007 年



新潟県中越沖地震（M6.7）の際の横浜地点の長周期地震動の予測を行った結果，観測され

た長周期地震動の波形と良く一致することを確認した（図４，東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_14])。 

 
イ．津波の即時予測手法 

アジョイント方程式に基づく波動場現況推定手法の定式化をさらに拡張し，波動方程式

に類する一般の方程式に対して，その時間発展を支配する微分方程式から，アジョイント

方程式を最適制御理論に基づいて導出するための一般的な方法論を検討した。その応用と

して，津波のみならず，地震波を記述する弾性体の運動方程式と，異方性を含む一般的な

線形構成関係式に対するアジョイント方程式も導出した（前田, 2023a）。津波の場合と同

様，運動方程式と構成関係式に形式上等価な量（アジョイント変数）に関する方程式を，

終端０条件から時間逆方向に解いた初期値時間における解が，観測と予測の間の２乗残差

を最小化する目的関数の，初期条件場に対する勾配に関係することが示された。ただし，

アジョイント変数が実空間の速度応力にそのまま対応するのではなく，特に応力テンソル

相当のアジョイント変数は，弾性コンプライアンステンソルを介して実空間の応力テンソ

ルの更新に寄与することが明らかになった。これは，これまでの津波方程式のアジョイン

ト方程式に数学的に等価な地震波の SH 波の方程式系に対して，応力相当のアジョイント

変数は剛性率で除すことで，実空間の応力に変換していたことを一般化するものである

（弘前大学[課題番号：HRS_02]）。 

国土地理院で運用している REGARD へと技術移転した１枚矩形断層推定を MCMC 法によっ

て リ ア ル タ イ ム で 実 現 す る ア ル ゴ リ ズ ム  ”Real-time automatic uncertainty 

estimation of the cosesimic single rectangular fault model based on GNSS data 

(RUNE)” の精度評価を継続した。2024 年１月１日に発生した能登半島地震発生時に，RUNE

によって断層モデルを自動推定することに成功した。推定された地震規模は Mw7.4 であり，

地震規模はおおよそ正確に推定することに成功した。データの欠落等により能登半島内で

使用できた観測点が減少したことから，断層の傾斜角を過小評価するなどの課題も確認で

きた（東北大学[課題番号：THK_12]）。 

令和４年度に構築した「ソフトバンク独自基準点データの宇宙地球科学用途利活用コン

ソーシアム」(図５)の活動を活発化させ，3300 点超の全データを専用線経由でソフトバン

クから東北大学大学院理学研究科地震・噴火予知研究観測センターに集約し，それらをコ

ンソーシアム加盟機関に提供する枠組みを構築するとともに，それらデータのルーチン的

な日座標解析のシステム構築を実現した（東北大学[課題番号：THK_12]）。 

 
ウ．火山噴出物による災害誘因の即時予測手法 

焼岳火山北西の足洗谷流域を対象として，土砂動態シミュレーションモデル SiMHiS を

用いて土石流発生ポテンシャルの変動に関する検討を行った。足洗谷流域では，凍結・融

解作用で基岩が土砂化し，河道に不安定土砂として供給される。過去の観測により，河床

に堆積した土砂が豪雨によって土石流化すると示唆されている。そのため，本研究では土

石流の起源となりうる源頭部河道での河床堆積物の厚さを土石流ポテンシャルの指標と

した。土石流が 2019，2020 年に発生した２支流（白水谷，黒谷）での土石流発生ポテンシ

ャルを検討した。毎年の凍結・融解作用で生産された土砂により河床堆積土砂が増加し，



ポテンシャルが，ある程度高まった状態で豪雨を受けると土石流が発生し，堆積物が全て

流出することでポテンシャルは０となり，また経年的にポテンシャルが増加していく，と

いうサイクルを再現することができた（図６，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI12]）。 

 
（３）地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

高知県において，南海トラフにおける M8 クラスの地震の連発の発生確率等に関する成

果報告をするとともに，南海トラフ地震臨時情報の実効的活用に向けた課題に関する意見

交換を行った。その結果，市民の理解不足や興味不足の課題が浮かび上がり，今後も臨時

情報の啓発等のために連携を継続していく方針を確認した。また，静岡県とも連携し，臨

時情報に関する啓発セミナーの講師を務めるなど社会発信をしつつ，自治体やメディア関

係者等と意見交換を行った(東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID04])。 

首都直下地震に関する認知体系について，都民に対するアンケート調査をもとに明らか

にした。その結果，そもそも国（内閣府）や東京都の公表している被害想定の内容に対す

る認知が低く，信頼性に課題があること，また，それらを住民が認知したとしても，その

内容に沿った地震対策が行われるわけではないということが実証された。かつ，「都民の考

える被害想定」も地震対策に結びついているわけではないことが明らかになった（東京大

学情報学環[課題番号：III_01])。 

 
今後の展望 

５か年の研究計画における最終年として，それぞれの個別課題において既往研究成果の

高度化が順調に進展するとともに，特に地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につな

げる研究については，新規課題として新しい成果を得た。今後は，さまざまな手段で推定

される災害誘因予測の情報をより的確に災害情報につなげるための研究を加速させると

ともに，事前・即時予測技術のさらなる底上げが重要になると考える。  
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図１.2023 年５月５日能登半島北東部の地震 M6.5 のすべり分布モデル（京都大学防災研究所[課題

番号：DPRI09]）。 

 

 
図２.1929 年 Grand Banks の海底斜面崩壊による津波の再現実験の結果。上）斜面崩壊の層厚分布，

下）Halifax の検潮記録と計算記録の比較（北海道大学[課題番号：HKD_05]）。 

 



 
 

 

 

図３.1943 年鳥取地震を経験した伝統構法建築物のモデル（左：北東側から，右：基礎側から）

（鳥取大学[課題番号：TTR01]）。 

 
 

 
図４.伝達関数を用いた長周期地震動の予測例。2004 年新潟県中越地震における予測地点（黄色▽）

の地震動の予測結果（赤線）と実際の観測波形（黒）の比較。赤▽は入力地点を表す(東京大学地

震研究所[課題番号：ERI_14])。 

 



 
図５.ソフトバンク独自基準点データの宇宙地球科学用途利活用コンソーシアムの枠組み（東北大

学[課題番号：THK_12]）。 

 

図６．白水谷源頭部河道のシミュレーション結果。層厚は河道堆積土砂厚（＝土石流ポテンシャル），

Fdeb は河床堆積物の安全率を示し，Fdeb＜1 のときに河床堆積物が起源となった土石流が発生す

る（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI12]）。  



１（６）防災リテラシー 

 

              「防災リテラシー」計画推進部会長 高橋 誠 

                       （名古屋大学大学院環境学研究科） 

                          副部会長 井ノ口 宗成 

                        （富山大学都市デザイン学部） 

 

地震・火山噴火現象の理解・予測を災害の軽減につなげるためには，地震・火山噴火と

いった自然現象に起因する災害誘因（外力）だけでなく，地形・地盤などの自然環境や，

人間の持つ特性や社会の仕組みといった災害素因（自然素因と社会素因）を理解し，地

震・火山噴火による災害の発生機構を総合的に解明することが必要であり，また，それら

の研究成果を社会に対して適切に還元することが求められる。そのためには，社会が地

震・火山噴火災害による被害の発生を抑止したり軽減したりするために必要とされる知

識体系を明らかにすることが必要である。 

現時点における研究成果に鑑みると，災害誘因としての自然事象に関する理解や予知・

予測，災害誘因と災害素因との結び付きによって災害が発生する要因や機構に関する理

解から，被害が発生した場合の対応にかかわる方策を得ることによって，災害の軽減を

図ることが目指されている。とりわけ災害素因については，構造物や土地利用にとどま

らず，人間の認知や行動，企業やコミュニティなどにおける脆弱性の理解といった災害

予防の側面に重点が置かれる。また，過去の地震・津波・火山災害事例の被害・応急・復

旧・復興といった災害過程，あるいは，将来の地震・火山噴火災害への備えに焦点を当て

た研究が行われている。一方，社会における防災リテラシーの実態やニーズに関する調

査に基づいてその向上のために必要とされる知識要素を探り，研修プログラムや教材の

開発につなげるような実践的な試みも行われている。その際，大学の研究施設のみなら

ず，行政機関や地域社会，広く市民社会との連携も試みられている。 

防災リテラシー部会は，基本部分を前計画における地震・火山災害部会から引き継ぎ

ながら新たに設置された。防災・減災に対する社会の要請を意識し，理学・工学・人文社

会科学の研究者が連携することによって，災害事例に基づき，災害の発生要因を災害誘

因と災害素因とに関連づけて解明する研究を従前どおり推進する。また，マイクロジオ

データやオープンサイエンスの手法なども活用し，産業界や行政機関，一般市民などの

ステークホルダーとの連携を深めつつ，社会における防災リテラシーの実態調査や災害

軽減に効果的な知識体系要素の探求などを通して，地震・火山噴火災害に関する社会の

共通理解醸成のための研究を行うものである。 

 

５年間の成果の概要  
第２次の観測研究計画では，地震・火山噴火現象の理解・予測を災害の軽減につなげる

ための災害科学の確立を目標として，防災・減災に対する社会の要請を意識しながら，全

国の大学における理学・工学・人文社会科学の研究者が連携することによって，地震・火

山噴火の災害事例による災害発生機構の研究と，地震・火山噴火災害に関する社会の共

通理解醸成のための研究を実施してきた。 

具体的に，地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の研究においては，近世・近



代の史料を批判的に検討し，1855年安政江戸地震や1640年北海道駒ヶ岳噴火など，災害

の具体像を復元するとともに社会の対応を分析した。また，東日本大震災などの近年の

災害を事例にしながら，災害復興や防災対策，防災教育などの社会対応の課題に関する

検討を蓄積してきた。とりわけ，自治体の応急対応や防災計画に加え，企業やコミュニテ

ィが南海トラフ地震などの将来の災害に備えるための課題に関する示唆を得た。地震・

火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究に関しては，GISなども利用しな

がら，災害の社会素因である脆弱性を個人レベルで評価・可視化する手法を開発すると

ともに，様々な地域や集団を対象に社会の防災リテラシーの実態把握を蓄積した。オー

プンサイエンスやリスクコミュニケーションなど新しい手法を取り入れ，行政機関や一

般市民などと連携しながらリスク認知能力を涵養したり知識レベルを向上させたりする

取り組みを展開し，具体的に研修プログラムの体系化を行い，教材コンテンツを作成し

た。これらの取り組みの中では，人文社会科学の研究者が地震学や火山学の研究者と連

携して研究を進め，地域住民や観光客等，様々なステークホルダーに応じて行政機関や

地域の学習・研究施設などと協働する仕組みを整えた。以上の成果の一部は，それぞれ著

書や論文として発表したほか，Journal of Disaster Research（Vol.19, No.1, 2024年）

において，「Literacy for Disaster Resilience: Building a Societal Capacity for 

Reducing Disasters Due to Earthquake and Volcanic Eruption」と題する特集号（論

文10篇，調査報告５篇を収録）として刊行した。 

今後は，本計画における研究による知見をもとに，次期計画等において，「防災リテラ

シー」の概念を中軸に，さらなる検証や体系化・理論構築を図っていくことが重要であ

る。地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明においては，近年の地震・津

波・火山災害を中心に自然災害事例を蓄積し，とりわけ土地利用や地域社会の脆弱性と

結び付けて災害発生機構の理論を洗練させ，効果的な防災政策や計画手法として実装化

を目指す。また，人間のリスク認知や行動特性に関して，心理・脳科学に加え行動経済学

のアプローチを導入し，災害の予測や予防，災害対応にかかわる知識要素と結び付けて

検討することよって実践的な防災リテラシーを獲得する。地震・火山噴火災害に関する

社会の共通理解醸成のための研究においては，これまで把握してきた防災リテラシーの

実態やニーズに基づき，他の計画推進部会や総合研究グループと連携しながら，防災リ

テラシーを高めるために必要とされる知識・技能要素の整理と体系化を図り，評価尺度

や方法を検討しながら，地震や火山噴火の自然科学的特性を踏まえた防災教育・研修プ

ログラムの開発を継続する。その際，行政やコミュニティ等の様々なステークホルダー

との協働，情報技術やGISなどの新しい手法の活用を進めることが重要である。 

 

令和５年度の成果の概要 

４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

地震・火山噴火災害の発生機構を理解するためには，災害事象を，それが生じる場所

や地域の歴史的・地理的・社会的特性と関連づけて分析することが重要である。 

近代以前に発生した地震・火山災害については，1640 年北海道駒ヶ岳噴火と同時代の

史料の調査・分析から噴火の推移を再検討し，７月 31 日の噴火以前にも火山活動がみら

れた可能性があることなどの知見を得た。また，地震後の調査をまとめた史料をもとに，



1855 年安政江戸地震において怪我人が出た状況について整理し，「江戸大地震之図」にも

同様の描写があることを確認するとともに，地震対策となる地震口がその後の 1910 年代

にも東京で採用されていた事例（図１）を検討した。東京帝国大学では，1923 年大正関

東地震に伴う火災によって図書館等の多くの蔵書が焼失したが，貴重書としての史料の

保管場所が，震災時の搬出に不便な位置であった点が災いしたことなどを明らかにし，

史料の防災対策の難しさを指摘した（東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_02]）。 

津波災害はとりわけ地形環境とその変化に大きく影響を受ける。前年度まで復原を進

めてきた岩手県宮古市の歴史地形の痕跡や，2011 年の東日本大震災における被害状況を

確認するために，フィールドワークを実施した。その結果，岩手県宮古市の市街地の南岸

を流れる閉伊川の河口に前近代まで存在した砂州が埋め立てられ陸地化した状況や，宮

古市街地を流れる山口川で前近代の流路が変更され，旧河道が暗渠化されている現状を

確認した。東日本大震災においては，かつての砂州を埋め立てた場所に建設されていた

当時の宮古市役所庁舎が津波で被災し，また市街地にも山口川の旧河道に沿って津波が

侵入しており，歴史地形と 2011 年の津波被害の間に明確な因果関係があることを確認し

た（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID05]）。 

東日本大震災については，復興後の被災地の防災力は強化されたのかという問題につ

いて，宮城県女川町を事例に検証を行った。高台への居住地移転や低地の土地利用規制

などによって津波からの安全性は向上したが，その過程において人口の著しい流出がも

たらされ，結果として，震災前と比較して世帯の分解・縮小が顕著に進んだこと，コミュ

ニティの近隣関係・地域活動・生活条件は顕著に衰退・悪化したこと，地域の防災活動も

著しく停滞した状態にあることなどを明らかにした。南海トラフ地震対策に関する高知

市の調査も踏まえ，ハザードに対する科学的な理解や制御と，こうした社会的な観点に

立った災害・防災の捉え方とを組み入れた防災計画の必要性を指摘した（名古屋大学[課

題番号：NGY_06]）。 

南海トラフ地震によって大規模な被害が発生した場合，避難生活の長期化が予測され

る。兵庫県による南海トラフ地震の被害想定から，被害想定の小さい兵庫県北播磨地域

において被災者受け入れの意向を把握し，広域避難に伴う問題点を検討した。その結果，

空き家活用特区制度について，かなり前向きな意見が多く，とりわけ人口減少・高齢化・

空き家増加が課題となる地区において，平時の地域活性化の仕組みとしてこの制度に対

する期待が高いことが明らかになった。ただ，都市部から人が流入する際の懸念に関し

ては特に高齢世代について高く，たとえば二地域居住（図２）といった，平時からの実験

的な取り組みを通じて関係構築を進めておかないと，新規居住者と旧来からの住民との

間に軋轢が生じる可能性も明らかとなった（兵庫県立大学[課題番号：HGY_02]）。 

2021 年の阿蘇山噴火は災害にまでは至らなかったが，噴火発生時に火口から 1～2 km

の登山道に 10 名を超える登山者がおり，一歩間違えば人的被害に繋がっていた可能性の

あるインシデントである（図３）。そこで，これまでの阿蘇山での火山活動とそれによる

災害，防災対策，火口周辺の利活用などに関する文献調査を行うとともに，このインシデ

ントの発生過程を現地調査に基づいて整理した。その結果，火山活動の活発化にともな

い，気象庁からの情報は段階的に発表されていたが，それが速やかで効果的な登山道閉

鎖には繋がらなかったこと，また，登山者の火山情報収集にも課題があったことなどが

明らかになった（京都大学理学研究科[課題番号：KUS_03]）。 



 

（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

社会における防災リテラシーの実態の把握については，本年度も，応急期を想定した

シナリオに基づいて，個人および集団レベルにおけるリスク認知や避難行動の量的分析

を行う研究が蓄積された。 

北海道太平洋沿岸部の津波浸水想定区域の更新に伴う津波避難の課題を抽出するため

に，これまでの分析を継続しつつ，本年度は自治体・住民組織を対象とした災害関係の情

報流通に関する分析を行った。ここでは，防災・減災の対策を，各種避難警報やハザード

マップなどを要素とした情報の流通に関して検討し，災害リスクを軽減させるために国・

地方自治体・住民組織・住民個人の間で，どのような情報流通を行う必要があるかを明ら

かにした。また，この情報流通を加速させる手段について，自治体と協力し実証実験を行

った。ここでは，自宅から避難場所までの住民行動を総合的に扱い，避難開始や避難場所

選定などに関する住民の意思決定についてはファジーAHP などの手法で分析した。また，

避難移動に関しては現実空間の模擬避難実験と仮想空間の避難シミュレーションを統合

して分析した（北海道大学[課題番号：HKD_07]）。 

災害情報が被害の発生抑止・軽減に資する過程を明らかにするために，行動実験デー

タと，これを用いて行った脳活動計測実験のデータの詳細分析を行った。とりわけ後者

については，平均課題脳反応と「感情制御」得点の負相関が感情反応領域（両側島皮質・

前帯状回）で，感覚課題脳反応とリスク感受性の負相関が感情反応領域（前帯状回）で，

数値課題脳反応とリスク精査傾向の正相関が記憶関連領域（右海馬）でそれぞれ見られ

た（図４）。これらの結果から，リスクに関わらず「まず避難」する意思決定特性（リス

ク感受性）や，これと正相関する「感情抑制」特性は，脳内の感情反応領域の抑制と関連

し，一方，避難意思決定にあたってリスクを精査する傾向は記憶参照過程と関連するこ

とが示唆された（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID06]）。 

ひとたび災害が発生すると被災者は様々な財産を失う一方で，生活再建にかかる公的

な支援策が多岐にわたるために，被災自治体にとって被災者ニーズを的確にとらえるこ

とが迅速な復興に向けた課題となる。本年度は，避難行動に特化しハザードの理解およ

び建物構造，家族構成，避難方法についての理解を深め，防災リテラシーの向上に資する

仕掛けとしてタイムライン作成支援ツールの開発と検証を実施した。また，生活再建支

援に焦点を当てて，相談対応に関するデータ分析を実施し，対話型での相談対応システ

ムの基礎を整備した（図５）。2024 年１月１日に能登半島地震が発生したことを受け，富

山県内でも家屋の被害が多数発生し，特に被害が集中した氷見市をフィールドとして，

これまでに蓄積された住家被害認定調査・罹災証明書交付にかかる知見をもとに，現場

支援のあり方について実地研究を実施した（富山大学[課題番号：TYM_03]）。 

2014 年に深刻な御岳山噴火被害を経験した長野県木曽地域のように，日本の多くの火

山地域では，登山客や観光客を対象とした防災・減災策が課題となっており，併設される

ジオパーク・博物館・ビジターセンターの学習施設としての役割が期待されている。これ

まで実施してきた各火山地域における観光施設の調査データを分析し，各火山地域に共

通する主な課題として「噴火災害経験の継承」，「地域住民への火山防災啓発」，「登山者・

観光客への火山防災啓発」，「観光と防災の両立」の４つを指摘した上で，御嶽山火山マイ

スター制度を，火山防災意識を持続し，噴火災害経験を継承していく仕組みであると結



論づけた（名古屋大学[課題番号：NGY_06]）。 

日本の火山地域の中でも，桜島には大学の観測研究施設が所在し，地域の火山防災に

対する基幹的な役割が期待されている。京都大学防災研究所附属火山活動研究センター

桜島火山観測所では，一般公開行事として，観測施設を巡るバスツアーを年１回の頻度

で行い，そのつど参加者へのアンケート調査を行ってきた。本年度実施したアンケート

調査データを分析した結果，バスツアーを知ったきっかけとして知人や家族の紹介が最

も多く，新聞掲載が重要だった 10 年前の調査と比較すると，毎年開催されることによっ

てイベントの認知度が上がったことがうかがわれた。また，参加者が最も関心を持った

展示や施設は観測坑道（図６）であり，そこに立ち入ることについての希少性と非日常性

が理由であると考えられた（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI13]）。 

また，地震火山観測に関する科学的知見を，事前復興や防災リテラシーに生かすため

の方策について，桜島火山観測所による観測データの公開や施設公開等のオープンサイ

エンスの実践から検討した。さらに，市民参加による火山観測の仕組み構築の実践に取

り組んだ歴史的事例として，有珠山噴火（1910 年，1944 年，1977 年）の取り組みを調査

した。明治時代から昭和初期にかけては，火山防災の専門家の数が限られていたことか

ら，観測に市民の参画を得る形で火山研究の取り組みが進められた歴史がある。桜島火

山観測所と桜島で活動する団体との連携が深まるにつれて，科学的な研究を伝える活動

が市民（非専門家）に対してより開かれたものになっていることが明らかになった（兵庫

県立大学[課題番号：HYG_01]）。 

京都大学防災研究所阿武山観測所は，科学者と一般市民との連携手法としてオープン

サイエンス手法（市民参画型科学，市民参画型データ収集・管理）を取り入れながら先端

的な取り組みを行ってきた。本年度においても，（１）サイエンスミュージアム「阿武山

地震観測所」の運営による地震リテラシーの向上，（２）地震・津波避難訓練支援ツール

「逃げトレ」の導入による市民参画型地震・津波訓練の推進，（３）自然災害に関する歴

史資料の解読を行う「みんなで翻刻」プロジェクトの推進，（４）内陸地震観測「満点計

画・0.1 満点計画」によるオープンサイエンス型地震学の試行の４つの研究を継続実施し

た。主な成果として，（１）については制度的基盤として NPO 法人による運営を開始した。

（２）については，高知県等のテストフィールドでの実証実験を行い，パイロット版をフ

ル版へと向上させた。（３）についてはシステム運用を継続し，さらに参加者，解析文献

数を増加させた。（４）については，これまでの結果を踏まえて新たに開発した教育ツー

ル「満点地震計ボックス」を完成させた（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI14]）。 

最後に，本部会の重点課題として，地震・火山噴火災害における被害軽減のために利活

用可能な要素・知識体系の整理・検証を進めてきた。これまでに仮説化された理解枠組み

である，育成したい人材の特性，能力，態度，貢献の諸点において観測研究計画の成果を

活用して研修プログラムを構築し，研修プログラムの実装環境を整え，研修体系の整備

を進めた。また，関東地震 100 周年を契機として開催されるイベント等の機会をとらえ，

これまでの観測研究計画において同定された知見を整理し，（１）現象と被害，（２）地震

の過去と未来，（３）新たな研究について啓発コンテンツを開発し発信につとめた。特に

関東地震と南海トラフ地震の共通性と独自性を整理することで，地震現象の理解枠組み

の整理を実施した（図７）。併せて，2024 年１月１日に発生した能登半島地震において，

これまでの理解枠組みと研究コンテンツ開発の技術を活かし，応援職員の研修コンテン



ツの整備と実装を行った（新潟大学[課題番号：NGT_02]）。 
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図１．雨戸に設置された地震口の図（1917年小石川・山田邸，黄色の破線は杉森による）

（Sugimori, 2024：東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_02]） 

 

 

 

図２．二地域居住がもたらす都市と地方の効果（兵庫県立大学[課題番号：HGY_02]） 

 



 

 

図３．阿蘇山河口付近の登山ルートと入山規制区域，過去の噴火時における死者発生地点（黒

四角：左図），2021年噴火時に気象庁の監視カメラに写り込んだ登山者（Ａ～Ｂ地点：右図）

（京都大学理学研究科[課題番号：KUS_03]） 

 

 

 

図４．脳活動計測実験データの分析結果（Ａ：平均課題脳反応と「感情制御」得点の負相関が

有意な領域，Ｂ：感覚課題脳反応とリスク感受性の負相関が有意な領域，Ｃ：数値課題脳反応

とリスク精査傾向の正相関が有意な領域）（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID06]） 

 



 

 

図５．生活再建相談支援ツールの応答コンテンツ整備にかかるデータセット準備と活用方法

（富山大学[課題番号：TYM_03]） 

 

 

 

図６．桜島火山観測所の観測坑道による歪み・傾斜観測（京都大学防災研究所[課題番号：

DPRI13]） 

 

 



 

 

 

 

図７．関東地震100周年を契機とした，地震火山噴火観測研究計画からの理解枠組みの発信事例

（新潟大学[課題番号：NGT_02]） 

 



１（７）史料・考古 

            

                 「史料・考古」計画推進部会長 蝦名裕一 

                        （東北大学災害科学国際研究所） 

                        副部会長 山中佳子 

                       （名古屋大学大学院環境学研究科） 

 

日本列島において近代的な観測機器による地震観測が開始されたのは明治時代前期以

降であり，それ以前に発生した地震・火山噴火現象，またはそれらによる災害に関する知

見を得るためには，史料や考古資料に基づく地震や火山噴火のデータが必要不可欠であ

る。そのため，日本における地震火山関連史料の収集・編纂とそれらを用いた地震や火山

噴火の研究は，明治時代後期より実施されており，各種の地震史料集や火山噴火史料集

が刊行されている。  

史料や考古資料に基づく地震火山関連のデータは，人間の感覚による記録や地中に残

された痕跡に基づくデータであるために，近代的な観測機器を用いた地震・火山の観測

データと比較して，その精度が格段に劣るのは当然である。そこで重要になってくるの

が，歴史学の手法を用いた史料とその記述の正確な分析・解読や，地質学的な手法を活用

した考古遺跡における災害痕跡の分析といった，これまでの地震・火山噴火の研究にお

いて積極的に用いられてこなかった手法の導入である。地震・火山噴火関連の史料デー

タ・考古データのデータベースの構築や統合とともに，これらのデータを活用した新た

な研究手法の検討や利用も重要な研究課題である。このような新たな研究への取り組み

は，史料や考古資料に関する読解や分析が十分とは言えなかった従来の研究手法を改善

し，それぞれの分野の学術研究に裏打ちされた精度と確度の高い研究を目指すものであ

る。この取り組みによって，地震学や火山学の分野から信頼性が問題視されてきた史料・

考古データや，それらに基づく研究成果について，これまで以上の信頼性を確保できる

と考える。 

 

５年間の成果の概要 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

ア．史料の収集とデータベース化 

・地震火山関連史料の収集・分析とデータベースの構築・公開 

高精度OCRによるテキスト化の方式を導入することにより，本計画期間中に既刊地震史

料集全28巻（計22,771頁）全ての全文デジタルデータ化が完了し，地震史料集テキストデ

ータベース（https://materials.utkozisin.org/）として公開した。公開に際しては利用

の便宜のために，用語・年月日による基本検索のほかに，（１）年月ごとの地震史料数の

一覧表から検索する方法，（２）史料の所在地名から検索する方法，（３）理科年表掲載

の歴史地震名から検索する方法を整備した（東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_01],東

京大学地震火山史料連携研究機構[課題番号：HMEV01]）。 



既刊地震史料集の校訂作業について，作業負担の軽減化と効率化を図った。現在，予

定している全10冊のうち，５冊については史料校訂が終了し，データ修正と公開の準備

を進めているところである。２冊については史料校訂が６割程度進捗している（東京大

学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。 

史料と史料に登場する地名の関係を，Web GISベースのシステムを介して可視化（地図

上に表示）するために，自然言語処理を専門家とする情報工学研究者と連携して，AIによ

る史料中の地名表現の自動抽出，および地名表現のマークアップに取り組んだ。期間地

震史料集４冊を対象に，学習データの追加，および実践的な自動地名付与を行った（東京

大学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。 

史料調査を実施し，地震史料集テキストデータベースに収録されているデータの校正

および追加収録するデータの収集を行うとともに，日記史料有感地震データベース

（http://wwweic.eri.u-tokyo.ac.jp/HEVA-DB/）に追加収録するデータの整理を行った

（東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。新たに見つかった安政東海・南海地震，安

政江戸地震について書かれている大沢家本願寺関係文書（岐阜市・大沢喜久氏蔵）につい

て史料調査を行い，それらの翻刻と目録作成を行った。また，災害かわら版（公益社団法

人全国市有物件災害共済会蔵），鳥羽御城石垣御修復一件（鳥羽藩士による安政東海地

震・津波での鳥羽城の被害と石垣修復に関する記録），違変記（福岡藩士による災害等の

記録の集成）の翻刻を進めた。また，災害かわら版については，その解説書を出版すると

ともに，各種防災イベント等におけるワークショップに活用している（名古屋大学[課題

番号：NGY_01]）。 

これまで構築してきた地震史料検索システム高速化のため，データベースの再構築，

更新を行い，検索後の表示方法などシステムの改良も行った．またこれとは別に宇佐美

龍夫氏が収集整理してきた日本歴史地震総表2020についてもWEB上で検索できるシステ

ムを新たに構築した（名古屋大学[課題番号：NGY_01]）。 

 

・日本海沿岸地域を中心とした地震・火山現象の解明のための史資料調査と解析 

地震による家屋倒潰率と一軒当たり死亡者数について,1751年越後高田地震,1804年象

潟地震,1828年三条地震,1854年東海地震の被害事例を分析し活断層や震源域との位置関

係を調べた。1891年濃尾地震では一軒当たり死亡者数が0.20人以上の村の分布により震

源域の範囲を把握できることを示した。各地に残る年代記を史料学的に検討し,その信憑

性を評価した。また1454年享徳地震が陸奥のみならず関東でも「大地震」と認識される地

震であったことや，1498年東海地震に先行する1493年12月７日に京都～遠江の広範囲大

地震が発生したことを示した。1611年会津地震で形成された山崎新湖について,先行研究

による復原図より小さいことを明らかにした。1847年善光寺地震の被害について,地震本

来の被害, 地震後の火災や犀川水害,５日後の高田地震被害それぞれの実態を明らかに

した。1828年越後三条地震について多くの史料を収集精査し紹介するとともに,豪雨・台

風の被災と大飢饉の中で発生した多重複合災害であったこと明らかにした。1854年安政

南海地震の被害について，徳島県海陽町の「宍喰浦荒図面」や和歌山県立文書館所蔵「津

浪之由来」について分析し,信頼性や社会経済的要因との関係性を示した。1855年江戸地

震の被害境界について四ツ谷通り下町の割から中野宿（中野区）まで辺りになると明ら

かにした。その他，1961年長岡地震，1923年関東地震に関して史料の収集・分析を行った



（新潟大学[課題番号：NGT_01]）。 

 

・東北地方における地震・津波・火山情報に関する歴史資料の所在調査とデータ収集 

1804年象潟地震について，由利郡関村伝来文書を継続的に調査し，地震発生当時の集

落の様子を文書や絵図から再現し，同地における象潟地震の被害の詳細を解明した。陸

前高田市図書館所蔵『古新手鑑』を調査し，同史料に収録される1611年慶長奥州地震津

波，1856年安政八戸沖地震津波の情報や，1896年明治三陸地震津波における死者数に関

する新たな数値を得た。先行研究においてしばしば指摘されてきた元和二年（1616）仙台

地震における津波の存在について，その発端が大槌地方の史料における1611年慶長奥州

地震津波の年代の誤記であり，これが1935年に刊行された『宮城県昭和海嘯誌』において

元和二年津波と混同され，さらに『増訂大日本地震史料』（1951）に引用されたことによ

って定着した偽津波であることを明らかとした（東北大学災害科学国際研究所[課題番

号：IRID01]）。 

 

・史料を地震研究に活用する方法についての検討 

寺院の建物被害を用いた歴史を通じて地震の揺れの強さを示す指標の検討やフリー

GISのe-コミマップを用いた南海トラフ巨大地震史料の見える化を行った（名古屋大学

[課題番号：NGY_01]）。地震火山史料のGISデータ化と分析，およびオープンデータとし

ての公開を実施した（東京大学地震火山史料連携研究機構[課題番号：HMEV01]）。 

 

・研究コミュニティの構築・教育・市民への普及 

長岡市立中央図書館文書資料室との共編で『災害史研究とチラシ・ポスター・絵葉書

の資料学』を刊行した。歴史学・地理学・考古学の成果を報告する研究会を年１回計５回

開催し，共同研究メンバーの成果を発表する『災害・復興と資料』を年１回５号分刊行し

た（新潟大学[課題番号：NGT_01]）。2021年に1611年慶長奥州地震津波410周年シンポジ

ウムを開催し，同地震津波について文系・理系双方からの最新の研究成果を報告した（東

北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID01]）。地震史料シンポジウムII「災害史料研

究が拓く歴史学の新たな方法」を開催した。東京大学教養学部前期課程において，学術フ

ロンティア講義「歴史資料と地震・火山噴火」を開講した（東京大学地震火山史料連携研

究機構[課題番号：HMEV01]）。古文書解読のための定期的な勉強会や合宿形式の勉強会を

継続的に開催した。参加者の解読技術の向上をはかるとともに，これまで歴史地震研究

に関わっていなかった研究者や学生，あるいは市民の方々に研究を普及する機会となっ

た。みんなで翻刻に登録した地震や火山噴火に関連する資料を含む多様な資料を分析し

た（東京大学地震研究所 [課題番号：ERI_01]）。 

 

イ．考古データの収集・集成と分析 

・考古・文献資料からみた歴史災害情報の収集とデータベース構築・公開ならびにその地

質考古学的解析 

考古発掘調査に伴って検出される災害痕跡を主体に集成した「歴史災害痕跡データベ

ース（Historical Disaster Evidence Database: HDE-GISdb）」の一般公開を開始した。

さらに，東京大学史料編纂所の有する災害史料データベースとの連携検索システムを構



築するために，「歴史災害痕跡データベース」に歴史資料データ表示機能を搭載した。ま

た，API機能も搭載し，前述の災害史料データベースに加え，様々なデータベースとのリ

レーションを行える準備をした。歴史災害痕跡データベースを構成するデータは，地震

痕跡については奈良県および京都府を中心に年間８千～１万件のデータを，火山噴火災

害については約５千件のデータを蓄積した。全国で年間８千件を上回る発掘調査が行わ

れるなか，データベースの全国化を促進するためのデータ入力体制についての課題が残

るが，災害痕跡データを蓄積する方針が一律化した成果は大きい。全国の発掘調査現場

に赴き，担当者とともに調査を実践したり，奈良文化財研究所が開催する文化財調査担

当者に対する研修において調査法の普及に努めたりするなど，災害痕跡調査法を積極的

に情報発信した（奈良文化財研究所[課題番号：NAB_01]）。 

 

・縄文時代前期の東北・関東両地方における大規模地震の検討 

縄文時代中期の三陸地震津波について岩手県山田町浜川目沢田１・２遺跡，仙台市上

野遺跡など集落遺跡を分析し，大木８-９式期に宮古・山田・大槌湾岸や仙台湾岸まで東

日本太平洋岸に広く及んだことや，集落の被災・復興・移転を明らかにした。縄文時代後

期の三陸海岸津波の年代について検討し,海浜集落の衰退から,縄文時代後期前葉の崎山

弁天１式期と後期中頃の浜川目沢田式期の直後時期に巨大津波が発生した可能性が高い

とした。高精度の土器編年に基づく考古学データを使う方法を提示した（新潟大学[課題

番号：NGT_01]）。 

 

 

令和５年度の成果の概要 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

史料や考古資料の分析に基づいて，近代的な機器観測が開始される前に発生した低頻

度で大規模な地震・火山噴火やそれらによる災害を調査・研究することは，今後発生する

それらの現象や災害の様相を予測し，その被害の軽減に貢献できると考えられる。百数

十年から数百年の期間をおいて同一地域で発生する低頻度大規模地震や火山噴火は，明

治時代に開始された近代的な機器観測を用いて，それぞれ数回の事象に関して観測デー

タが取得されているのみである。しかし，低頻度の現象や災害は機器観測の開始以前に

も発生しており，機器観測によるデータは皆無であるが，歴史学や考古学で用いられる

史料や考古資料には，地震や火山噴火に関連した記述や災害痕跡が含まれている。この

ような史料や考古資料について地震学や火山学の研究に役立てるためには，従来のよう

な史資料の収集・編纂のみに止まらず，観測データとの比較・検討を目的としたデジタル

データ化とデータベースの構築が必要になってくる。これによって，地震学や火山学の

研究に史料や考古資料を活用する際の利便性が向上するだけでなく，信頼性の高い史料・

考古データをデータベース化することで，歴史地震や火山噴火の研究における信頼性を

高めていけると考える。 

 

ア．史料の収集とデータベース化 



・地震火山関連史料の収集・分析とデータベースの構築・公開 

地震史料集テキストデータベースの原典による史料校訂，およびデータ修正の作業を

進めた（東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。『新収日本地震史料』の編纂時の資

料（史料写真）をデジタル化した（東京大学地震火山史料連携研究機構 [課題番号：

HMEV01]）。 

史料中に記された地名を地図上に表示させるシステムを構築するために，自然言語処

理を専門とする情報工学研究者と連携して，AIによる史料中の地名表現の自動抽出や地

名表現のマークアップに取り組んだ。今年度は『新収日本地震史料』第３巻と第４巻を対

象に，学習データの追加，および実践的な自動地名付与を行った（東京大学史料編纂所

[課題番号：UTH_01]）。『日本歴史地名大系』地名項目データセットの活用手法を検討し

た（東京大学地震火山史料連携研究機構[課題番号：HMEV01]）。 

安政東海・南海地震，安政江戸地震について書かれている大沢家本願寺関係文書の翻

刻を行った。また「鳥羽御城石垣御修復一件」（鳥羽藩士による安政東海地震・津波での

鳥羽城の被害と石垣修復に関する記録），「違変記」（福岡藩士による災害等の記録の集

成）の翻刻を進め，前者についてはその翻刻と解説集を発行した（名古屋大学[課題番号：

NGY_01]）。 

 

・日本海沿岸地域を中心とした地震・火山現象の解明のための史資料調査と解析 

日本海沿岸地域を中心とした地震・火山現象を解明するため，各地の史料保存機関に

所蔵される史資料の調査と分析，既刊の地震・火山噴火史料集に所収される史料の原本

調査に基づく校訂作業を実施した。成果を年代順に記す。（１）年代記の史料学的検討に

より，1561年に上野国（現群馬県）で成立し1606年に書写された『新選和漢合図』の1442

～1598年の地震関連記事８件（とくに浅間山噴火記事６件），武蔵国崎玉郡（現熊谷市）

伝来の『龍淵寺年代記』の1556～1598年の地震関連記事５件は信憑性が高いことを確認

した。（２）1751年越後高田地震の名立小泊村の被害を記す文書の原本調査を行い，先行

研究の誤りを確認し，山抜・築埋は80軒，家屋全壊率92.3％を導き出した。（３）1828年

越後三条地震について永青文庫，京都府立京都学・歴彩館,新発田市立歴史図書館等の所

蔵史料原本を精査し，同年春以降繰り返す豪雨・台風の被災と大飢饉の中で発生した三

条地震の被災は多重複合災害であり復興に多年を要したことを立体的に明らかにした。

（４）1714年信濃小谷地震に関わる史料調査により高井郡東江部村山田家文書，松代藩

『家老日記』に新史料を確認した。1804年出羽象潟地震の出羽庄内藩被害報告書（茨城県

立歴史館鹿島（則）家文書）の原本調査を行い，既刊史料集の未読文字等を明らかにし

た。1858年飛越地震・大町地震関係を中心に長野県大町市の櫻井家文書・清水家文書の原

本調査を行った。（５）新潟地方気象台所蔵の『管内地震報告』（1915～36年の新潟測候

所分２冊, 1923～1937年の高田測候所分２冊）を調査した。管内各地で（１）発震時刻と

震動時間，（２）震度・性質に大きな差異があり，各観測所の観測体制に留意し地域差を

考慮する必要が見られた（新潟大学[課題番号：NGT_01]）。 

 

・東北地方における地震・津波・火山情報に関する歴史資料の所在調査とデータ収集 

1611年慶長奥州地震津波における関東地域の地震動について，『言緒卿記』の記述の

分析を行った。『言緒卿記』では慶長十六年十月二十八日（1611年12月２日）条「辰刻大



地振」，翌二十九日条に「至夜地動」と記されているが，この地震の規模についてはこれ

まで詳しい分析はされず，震度３程度とみる見解などもある。『言緒卿記』の中に記され

る地震記事は合計16回，そのうち「大地振」「大地震」と記されているのは，慶長奥州地

震津波と，伝聞で聞いた慶長会津地震の記事，慶長十九年十月二十五日（1614年11月26

日）の京都での地震の３回であった。『言緒卿記』では，未刻に「大地震」があったため，

作者・山科言緒は二条城に滞在していた徳川家康に面会，その後院に参内し，地震被害の

見回りを行っている。この地震による京都周辺の被害について，他史料の記述をみると，

『当代記』・『慶長日記』（米沢市図書館所蔵）などは二条城周辺には家屋倒壊はなかっ

たものの，天水桶が落下する被害があった。一方，後代の史料となるが『難波戦記』には

家屋の転倒，『徳川実紀』では二条城周辺で被害がなかったものの，地震によって死者２

名，けが人370人余があったと記される。ここから山科言緒の「大地震」の記述には，震

動によって落下物や建物被害が生じる程度，震度４以上の地震動のことであるというこ

とができる（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID01]）。 

 

・史料を地震研究に活用する方法についての検討 

e-コミマップを使った南海トラフ巨大地震史料の見える化を行った。昨年度までの三

重県の歴史地震史料の可視化によって，過去の南海トラフ地震の比較検討が可能である

ことがわかり，史料の可視化の重要性，有効性を示すことができた。そこで今年度は静岡

県，和歌山県，高知県に対して史料の可視化を行うため，入力史料の収集を行うとともに

一部e-コミマップへの入力を行った。また，南海トラフ巨大地震の前に発生した内陸被

害地震の１つである安政伊賀上野地震についても可視化を行い，表層地盤と被害の関係

を確認した。今後南海トラフ巨大地震の破壊過程を考える上で参考になる津波堆積物調

査の結果も，このe-コミマップで合わせて見られるよう入力を行った。作業を行ってい

る中で，三重県および和歌山県の一部の地域では，地震後浜に集まって評議するといっ

た特徴的な避難行動があることもわかった（名古屋大学[課題番号：NGY_01]）。 

国会図書館の次世代デジタルライブラリーで公開されているテキストデータを活用し

て，『賀茂社記録』から「地震」をキーワードとして検出された記述を分析し，これまで

知られていなかった地震記述を発見した。また，地震被害のマルチスケール要因分析に

関する書籍を出版した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_01]）。 

 

・研究コミュニティの構築・教育・市民への普及 

2023年11月18日に第11回歴史地震史料研究会をオンラインにて開催し,本課題研究者

メンバーを中心とした歴史学者13人・考古学者１人・地理学者１人による研究発表・討議

を行った（参加者36人）。共同研究メンバーの昨年度の成果を発表する『災害・復興と資

料』15号を刊行した（新潟大学[課題番号：NGT_01]）。 

古文書解読のための定期的な勉強会（週１回，京都とつくばの２か所，オンラインま

たはハイブリッド）を継続的に開催している。また,合宿形式の勉強会（2023年８月24日

〜26日ハイブリッド，2024年３月21日〜23日ハイブリッド）を開催した（東京大学地震研

究所 [課題番号：ERI_01]）。 

 

イ．考古データの収集・集成と分析 



・考古・文献資料からみた歴史災害情報の収集とデータベース構築・公開ならびにその地

質考古学的解析 

全国の考古発掘調査に伴って検出される災害痕跡を集成した「歴史災害痕跡データベ

ース（Historical Disaster Evidence Database: HDE-GISdb）」の一般公開（https://hde-

gis.nabunken.go.jp/）を開始した（図１）。また公開に向けて，研究成果を下記内容に

ついてまとめ，反映させた。a）データベース・レコードを構成するデータ項目を決定し

た。b）災害痕跡の表示マーカーについて，デザイン開発を行いデータベース表示に反映

させた。デザインについては，Webアンケート調査を用いてデザイン理解度や視認性を調

査し，形状や表示色，表示方法の有効性の調査研究成果に基づき決定した。c）「歴史災

害痕跡データベース」の有効性の検証を進めた。長岡京跡（京都府）および周辺域や，奈

良盆地北部の災害痕跡データの拡充を進め，その分布の特徴について調査を進めた。そ

の結果，地震痕跡が既知の活断層（樫原断層や光明寺断層など）の延長域に分布する傾向

や，これまで認識されていなかった軟弱地盤域での分布の集中傾向が明らかとなった。

d）遺構や遺物，放射性炭素年代測定による災害痕跡の形成時期の特定から，災害発生時

期の検証を進めた。その結果，長岡京跡周辺で検出された地震痕跡は，大きくA）縄文時

代晩期中葉～末，B）弥生時代前期末～弥生時代後期末，C）古墳時代，D）平安時代初頭

～中世末，E）近世初頭～現代であることが明らかとなった。また，「歴史災害痕跡デー

タベース」のなかで，災害に関わる史料データを表示する機能を搭載した（図２，奈良文

化財研究所[課題番号：NAB_01]）。 

 

 

・縄文時代前期の東北・関東両地方における大規模地震の検討 

縄文時代前期（7050-5415 calBP）に本州東部で発生した地震活動について，縄文集落

の分析から考古年代の特定等の基礎的な検討を行った。神奈川県小田原市羽根尾貝塚で

の活動を終焉させた地震を伴う隆起活動（房総半島先端部の隆起と連動した相模トラフ

地震の可能性が高い），および三陸の海岸低地帯の集落動向からよみとれる津波を伴う

大地震は，いずれも考古年代前期後葉の大木３－諸磯ａ式古段階の時期であると推測し

た（新潟大学[課題番号：NGT_01]）。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明 

近代的な機器観測による観測データ取得開始以前に発生した地震・火山噴火について

知るためには，歴史学や考古学で用いる史料や考古資料に基づいて，調査・研究を実施し

ていく必要がある。これらの史料や考古資料をデータベース化し，位置情報や時間情報

を付与して被害分布図等を作成することによって，近代的な機器観測に基づく観測デー

タとの比較・検討が可能になる。このような被害分布図等を活用して，前近代に発生した

低頻度大規模地震や火山噴火現象とそれらによる災害の実態を解明することは，長期的

な災害対策の策定に寄与できると考える。 

 

・史料を用いた地震・火山現象の分析 

 1800 年から安政東海・南海地震に至るまでの期間の九州を中心とした西日本における

記録を調査した。（１）山口県文書館では毛利家文庫「浦日記」は既刊史料集に部分的に



採録されているが，未採録の記事について調査をすすめ展既刊史料集に示された記主の

所在地（震動の記録された場所）について多数の要訂正箇所があることが判明した。（２）

公益財団法人宇和島伊達文化保存会では「宇和島伊達家文書」・「桜田家文書」を調査し，

天保十四年三月二十六日に蝦夷地で起こった地震津波に関する松前藩士山田三郎（三川）

の六月二十六日（天保十四年）付書状を発見した。（３）佐伯市歴史資料館では「佐伯藩

郡方町方御用日記」を調査し，既刊史料集未採録の嘉永七年（安政元年）十一月四日・同

五日・同七日の東南海地震に関する佐伯藩におけるまとまった記録を確認した。（４）熊

本博物館では肥後国玉名郡の住人坂本淳蔵が著した「東海道地震記録」や「加賀山家文

書」のうち「日録」を調査した。その他，熊本大学附属図書館寄託「永青文庫史料」・同

館所蔵「古閑家文書」，および鹿児島大学附属図書館所蔵「肝付家文書」の調査を行った

（東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。1729 年８月１日（享保十四年七月七日）

に発生した M6.6〜7.0 と推定される地震について，複数の史料に記載された被害と有感

地震数について再検討し，被害については Web マップを作成した（東京大学地震火山史

料連携研究機構[課題番号：HMEV01]）。 
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図１．歴史災害痕跡データベースの画面例（奈良文化財研究所[課題番号：NAB_01]） 

 

 



 

図２．歴史災害痕跡データベースでの史料データの表示例（奈良文化財研究所[課題番号：

NAB_01]） 

 

 



１（８）観測研究基盤 

            

            「観測研究基盤」計画推進部会長 鶴岡 弘 

                            （東京大学地震研究所） 

副部会長 松島 健 

（九州大学） 

 

観測研究基盤部会のミッションは，地震火山観測研究にとって不可欠である観測デー

タを安定的かつ継続的に取得するために，日本全国に展開されている陸域および海域の

地震，地殻変動，津波，潮位，電磁気，重力等の観測基盤を維持すること（観測基盤の整

備），さらにこれらの観測データの解析技術等の開発・高度化（観測・解析技術の開発）

を進展させること，観測データをリアルタイムに効率的に流通する基盤（地震・火山現象

のデータ流通）を維持するとともに，観測データの公開や研究成果を共有するシステム

の開発（地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開）である。以下に令和５年

度の成果の概要と本計画における簡潔な成果の概要をまとめた。 

 

令和５年度の成果の概要 

 

５．研究を推進するための体制の整備 

（３）研究基盤の開発・整備 

ア．観測基盤の整備 

防災科学技術研究所においては，陸海統合地震津波火山観測網(MOWLAS)及び首都圏地

震観測網(MeSO-net)の安定した運用により得られたデータを集約・公開するとともに，

被害地震等の発生に際してはその活動状況のモニタリング結果を地震調査委員会・地震

予知連絡会等またはWebを通して随時提供した。石川県能登地方において2023年５月５日

14時42分にMj6.5，同日21時58分にMj5.9の地震が発生した。これらM5を超える地震は，

2021年夏ごろに活性化した地震活動の北側で発生し，M5を超える地震を含めた地震活動

は2021年夏ごろ以降の地震活動域と重なるが，さらに北(海)側にも分布していることを

示した。DD法を用いた震源分布から，余震は北東-南西に15 km程度，北西-南東に10 km

程度の領域内に南東傾斜で分布していること，最大余震は本震の断層面よりも深部で発

生したことがわかった。また，本地震発生と15時間の高周波エネルギー輻射量について

調べたところ，本震のエネルギー輻射量に対する余震からの積算エネルギー輻射量の割

合は42%であった。2023年10月９日午前５時〜６時半頃に鳥島近海においてM4〜5地震が

10回以上発生し，関東から沖縄の広い範囲で津波が観測された。F-net広帯域地震計の記

録は，2〜6 Hzの帯域では直達波に比べてＴフェーズが顕著であるという特徴を持つこと

を示した。DONET及びS-netでは地震規模から予想されるよりも大きな振幅の水圧変動が

記録された。能登地方における５月５日Mj6.5の地震以降の活発な地震活動は時間の経過

とともに発生数が減少していたが，2024年１月１日に能登半島地震(Mj7.6，最大震度７

強)が発生し，その後の地震活動が北東-南西方向約160 kmにわたって分布していること

がわかった。発生当日には強震観測網サイトより令和６年能登半島地震による強震動ペ

ージを公開し，その後数日内にMOWLAS特集ページ，能登半島 版強震モニタを公開した。



また，１月２日の地震調査委員会臨時会及び11日の地震調査委員会１月定例会には，詳

細震源分布，F-netによるメカニズム解，強震動，震源過程，高周波エネルギー輻射量に

ついて資料を提出し，直ちにWebで公開した。また，この地震の発生により大規模な停電

が発生したが， リモート監視により観測点の状況を随時確認し，停電した10観測点の保

守作業を複数回実施することにより観測網の維持管理に努めた。N-netにおいては，沖合

システムと沿岸システムの２つのシステムのうち，沖合システム18台において製造を終

え，積込み前に観測機器とケーブルを接続した状態でのシステムアセンブリ試験を実施

した上で，10月よりケーブル敷設船に積込み，海底への敷設を実施した。また串間および

室戸ジオパーク陸上局内に陸上部機器を設置しシステムの動作確認をし，海底からのデ

ータ取得が可能になった（防災科学技術研究所[課題番号：NIED05]）。 

気象庁は地震観測網や地殻変動観測網などの観測基盤を維持し，関係機関の地震観測

データの一元的処理結果の関係機関への提供を行った。 顕著な地震活動や地殻変動観測

結果について，定期・臨時に情報発表・記者会見等を行うとともに， 南海トラフ沿いの

地震に関する評価検討会や地震調査委員会において報告を行った。 震源データを日々更

新するとともに，2022年９月までの精査後の震源データ(確定値)を公開した（気象庁[課

題番号：JMA_09]）。 

国土地理院は，全国において，GNSS連続観測点を維持し，観測を継続した。また，新た

に国際GNSS事業(IGS) 解析センターの認定を受け，GNSS精密暦の提供を開始した。加え

て，地殻変動監視において必要となる「電子基準点日々の座標値」の算出を着実に継続し

た。また，GEONETによる日本列島全域の地殻変動・火山活動のモニタリングを着実に実施

し，令和５年５月５日と令和６年１月１日に発生した石川県能登地方の地震活動に伴う

地殻変動を検出した。さらに，2019年春頃から四国中部，2020 年夏頃から紀伊半島西部・

四国東部や九州南部，2022年初頭から静岡県西部・愛知県東部で発生したプレート間ゆ

っくりすべり(スロースリップ)現象に伴う非定常的な地殻変動，硫黄島の火山活動に伴

う地殻変動等を検出するなど，防災や地震発生・火山活動のメカニズムに関する研究等

に寄与した。これらのモニタリング結果は，速やかにホームページなどで公表するとと

もに，地震調査委員会，火山噴火予知連絡会等に報告した（国土地理院[課題番号：GSI04]）。

全国の電子基準点を対象とした電子基準点リアルタイム解析システム(REGARD)を引き続

き運用した。令和６年能登半島地震において，輪島で水平約1.3mの地殻変動をリアルタ

イムに検知し，「電子基準点日々の座標値」による後処理解と概ね整合する結果を得た。

得られた地殻変動は国土地理院ホームページで公表するとともに，関係機関に断層モデ

ルを含め情報提供を行った。REGARDにおけるMCMC法による断層推定の本格運用に向けて，

関係機関との調整を実施した。また，PPPによる測位の本格運用に向けて，令和４年度に

構築したプロトタイプシステムの冗長系を構築した。REGARDの信頼性向上を目的として

導入したリアルタイム測位解の品質に着目した異常値判定の仕組みを引き続き運用した。

千葉県房総半島に設置している小型で機動性に優れたGNSS観測装置計30点について，前

年度に引き続き観測を継続した。観測データを用いてF5準拠の座標値を日々更新するこ

とにより，当該地域について，稠密のGNSS観測および解析を実現した（国土地理院[課題

番号：GSI_08]）。ALOS-2のSARデータを使用して北方四島を含む国土全域を対象に定常的

にSAR干渉解析を行った。また，ALOS-2の蓄積された観測データを用いた干渉SAR時系列

解析を国内の火山を対象として行ったほか，全国の地盤・地殻変動を把握するため，全国



を対象とした干渉SAR時系列解析を実施した。さらに，国内外で発生した地震や火山活動

に伴う地殻変動を検出するため，緊急観測データを用いて解析を実施した。国内で発生

した地震では，2023年５月５日に発生した石川県能登地方の地震，2024年１月１日に発

生した令和６年能登半島地震において，地震に伴う地殻変動が検出された。特に，令和６

年能登半島地震では能登半島北部の広い範囲で隆起が検出され，輪島市西部では約4 mも

の隆起が検出された（図１，国土地理院[課題番号：GSI_07]）。  

大学は，地震観測データ流通網JDXnetの安定的な運用を継続し，令和６年３月26日に

データ流通ワークショップを開催した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_19]）。高知

大学においては，実験のため上限500 Hzサンプリングでの観測と微動アレイ解析，HVSR

解析を実施し，半径2 m以内というごく局地的な範囲であっても地震動として観測可能な

コヒーレントな信号は概ね20 Hzまでの範囲に限定される結果を得た（高知大学[課題番

号：KOC_01]）。 

気象庁，国土地理院及び海上保安庁は，潮位連続観測を継続した（気象庁[課題番号：

JMA_10]，国土地理院[GSI_05]，海上保安庁[JCG_02]）。気象庁は，柿岡，女満別，鹿屋及

び父島での地磁気４成分観測を実施し，陸域，海域での磁気測量をはじめ，大学等による

電磁気的観測研究あるいは幾つか提案されている日本域における標準的な全磁力磁場モ

デルの算出方法の検証・改良を進めるために，高精度の地磁気基準値を提供した。火山活

動起源のシグナルを抽出するために用いられる「参照データとの差を求めて局所的な磁

場変動だけを取り出す」という手法に加え，地域によって変化の大きさ，傾向が異なるこ

とに対処する上で必要となる地域毎の基準値の観測精度を維持するため，地磁気観測点

への車両や建築物等による人工的な磁気擾乱の監視観測を維持し，異常値の検出・補正

処理を施した（気象庁[課題番号：JMA_11]）。国土地理院は，重力測量において，全国の

航空重力測量を完了した。得られた重力データを利用して，精密重力ジオイドの計算を

実施した。地磁気測量については，測地観測所等(鹿野山測地観測所，水沢測地観測所及

び全国10か所に設置している地磁気連続観測装置)において，地磁気連続観測データを取

得するとともに，地磁気絶対観測等を実施した（国土地理院[課題番号：GSI_06]）。 

山梨県富士山科学研究所は，重力観測網の拡充及び，前年度より継続したキャンペー

ン観測を実施した。これまではスバルラインの起点付近の富士山科学研究所点と終点の

５合目点において絶対重力測定が実施できる環境を整備し，中間各点を相対重力計によ

って測定してきた。富士山から距離のある都留文科大学の図書館内の一室に新たな基準

点を設け絶対重力測定を実施した（山梨県富士山科学研究所[課題番号：MFRI02]）。 

北海道立総合研究機構地質研究所は，雌阿寒岳，十勝岳，樽前山，倶多楽，有珠山及び

北海道駒ヶ岳において，地球化学的・地球物理学的モニタリングを継続して行い，火山活

動の変化を捉えるためのデータの蓄積を行った。いずれの火山においても，明らかな活

動の活発化を示唆する変化は認められなかった。得られたデータについては，気象庁や

大学，地元自治体と随時情報を共有し，各火山の監視や防災対策に活用された。十勝岳や

雌阿寒岳での長期間にわたる温泉・噴気観測の結果をまとめ，温泉や噴気の変化と火山

活動との関係を検討した（北海道立総合研究機構地質研究所[課題番号：HRO_01]）。 

気象庁は，大学や防災科学技術研究所等関係機関の協力の下，火山噴火予知連絡会で

中長期的な火山監視体制の強化が必要とされた50火山の連続的な監視観測を継続した。 

これらの観測成果は，噴火警報等の防災情報の発表や火山解説資料の作成に利用すると



ともに，地震火山月報(カタログ編)や火山年報に取りまとめて公表した（気象庁[課題番

号：JMA_12]）。 

 

イ．観測・解析技術の開発 

 東京大学地震研究所は，高信頼性を保ち，大規模展開に適した対費用効果をあげるケ

ーブルシステムの開発，研究の進展に伴い観測高度化可能なシステム，GNSS/A や海底孔

内観測システムなどと統合できるシステムの開発については，既設の三陸沖海底光ケー

ブル式地震津波観測システムおよび新規開発した海底光ケーブル式地震津波観測システ

ムの両方を用いた併行観測を継続しており，両システムの保守および改良を引き続き実

施した。分散型音響センシングなどの最新技術を取り入れたケーブルシステムの開発と

して，三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測システムの予備光ファイバおよび新潟県

粟島周辺に設置されている海底ケーブル地震観測システムのファイバに，DAS 計測を適用

することによって，空間的に高密度の海底地震観測を実施した（東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_22]）。 

 東北大学では，広域火山観測網について，全キャリアが圏外となる２点以外について

全点を冗長化した4G携帯回線化した。観測・伝送装置を低消費電力化・DC駆動に切り替え

たことで，非常時においても蓄電池で長時間の観測継続が可能となった。また，稼働状況

についてzabbixで一括監視できるようになった。低速サンプリングデータについては，

920MHzLoRaでの通信試験を引き続き実施した。さらにStarLink衛星通信を用いたデータ

伝送の試行を行い，WINシステムを用いた地震観測データの伝送に問題ないことを確認し

た。ただし，消費電力等が大きいことや着雪の影響については今後の課題とした。また，

能登半島北東部で2022年より実施した臨時地震観測データを用いて，群発地震震源域の

Ｓ波スプリッティングと地震波速度構造を推定することができた。令和４年度に構築し

た「ソフトバンク独自基準点データの宇宙地球科学用途利活用コンソーシアム」の活動

の一環として，RTCM形式でのソフトバンク独自基準点のリアルタイムGNSSデータ数点の

提供を受け，その地殻変動観測観点からの精度評価を開始した（東北大学[課題番号：

THK_13]）。名古屋大学においては，試作機のテスト運用，評価を実施した。改良を施した

現用機(3G通信)を御嶽山山頂の試験観測地10点に配置し，通年地震テレメータ観測の実

地試験を継続した。改良以降，電力供給量が低下する冬季の運用成績が改善された。試作

機は大きな問題を発生することなく，保守負担の少ない安定した運用が実現され，完成

度の高い観測機器として評価できた（名古屋大学[課題番号：NGY_08]）。 

 情報通信研究機構においては，機械学習を用いてPi-SAR観測データから浸水領域を抽

出するモデルを構築するなど，データ解析手法の開発を行った。また，CSAR(Circular 

SAR)の机上検討を行った。Pi-SAR X3の観測では，能登半島地震の被災エリアの15cm分解

能での観測を実施した（情報通信研究機構[課題番号：NICT01]）。 

 

ウ．地震・火山現象のデータ流通 

 北海道大学は，地殻変動等多項目データの全国流通・一元化・蓄積・公開を行うデータ

サーバーを安定的に運用し，大学・気象庁等関係機関データの充実を図った。長期間デー

タの簡易解析の機能拡張として，ひずみ解析及び，ひずみストリーミング解析機能に対

し，４成分ひずみ計の場合には成分を選択できる機能を付与した。学部生・大学院生を対



象とした地殻変動観測技術の研修を実施した（北海道大学[課題番号：HKD_08]）。 

 東京大学地震研究所は，試作してきた次世代の対話検測処理ソフトウェアに，ランニ

ングスペクトルの表示(図２)や波形の選択部分のスペクトルの表示機能を追加した。こ

れにより，例えば火山で観測されるような波形やノイズを含んだ波形などの周波数解析

が容易に可能である。また，伝送系システムの仕様について検討した（東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_24]）。高知大学においては，WIN波形データ伝送プロトコルの内容整理

および次世代における波形フォーマットや伝送プロトコルの策定・提言を行なった（高

知大学[課題番号：KOC_02]）。 

  

エ．地震・火山現象のデータデースの構築と利活用・公開 

 東京大学地震研究所では機関リポジトリ(UTokyo Repository)に外部で公開している

データベース等のメタデータを登録できる。東京大学地震研究所は，いくつかのデータ

をこのリポジトリに登録し，DOI付与も実現した。機関リポジトリを通じて「データカタ

ログ横断検索システム」やGoogle Dataset Searchなどにも登録された。さらに，防災科

学技術研究所のMOWLASの観測網に付与されているDOIを用いて，データの引用状況につい

て分析した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_18]）。 

 気象庁は，地震カタログ(震源，発震機構)を令和３年４月から令和５年３月まで作成

し，地震月報(カタログ編)として気象庁ホームページに公開した。震源過程解析につい

ては，令和６年能登半島地震のM7.6のイベント含む国内外の地震について解析を行い断

層すべり分布を推定し，解析結果を気象庁ホームページに公開した（気象庁[課題番号：

JMA_14]）。定常観測点の４地点(柿岡，女満別，鹿屋，父島)に，調査観測点の祓川を加え

た５観測点における地磁気４成分連続観測データを，月毎に地磁気観測所データベース

に登録，公開するとともに，定常観測点のデータを国際的なデータセンターに提供した。

また，今年度の地磁気アナログ記録のデジタルデータ化は，女満別(1962年)，鹿屋 (1962

～1963年)の地磁気アナログ記録をデジタル画像化したほか，女満別・鹿屋(1967年)のデ

ジタル画像を高時間分解能のデジタルデータへ変換した。さらに，柿岡(1958年)の変換

が困難だった顕著現象について，デジタルデータへ変換した（気象庁[課題番号：JMA_13]）。

常時観測火山に選定された全国の50活火山について，東京の火山監視・警報センター，札

幌，仙台，福岡の地域火山監視・警報センター，及び鹿児島地方気象台において，地震計，

空振計，GNSS等の観測データを常時収集するとともにデータの解析を行い，それらの成

果の蓄積を進めた（気象庁[課題番号：JMA_15]）。 

 産業技術総合研究所は，火山関連データベースとして，大規模噴火の特徴・推移，中長

期的前駆活動を取りまとめた大規模噴火データベースの構築を進め，新たに屈斜路カル

デラ，鬼界カルデラの情報を収集し，これまでの摩周・支笏・洞爺・濁川・十和田・姶良・

阿多・池田カルデラと合わせて合計10つのカルデラ火山の詳細情報を取りまとめた(図

３)。目撃事例のある火砕噴火の中長期的・短期的前駆活動，噴火推移情報を取りまとめ

た噴火推移データベースについても構築を進め，新たに北海道駒ヶ岳1929年噴火，アグ

ン1963年噴火等を追加し，合計18の噴火の詳細情報を取りまとめた(図４)。日本国内外

の噴火で噴出した火山灰粒子の実体顕微鏡画像などの情報を収録した火山灰データベー

スでは，新たに噴出年代別の検索機能を追加するとともに，桜島・スメル・新島・諏訪之

瀬島・浅間山・伊豆大島等のデータを追加し，合計の試料数1,144，火山灰粒子の画像デ



ータ等のコンテンツ数11,949となった(図５) (産業技術総合研究所［課題番号：AIST11]）。 

 国土地理院は，令和４年度に作成した「北海道駒ヶ岳」「白山」「鶴見岳・伽藍岳」「九

重山」(くじゅう連山)の火山基本図を刊行するとともに，数値データを公開した。また，

令和４年度に調査を実施した「蔵王山」の火山土地条件図を刊行するとともに，画像デー

タを公開した。「アトサヌプリ」「樽前山」「三宅島」「青ヶ島」の火山基本図及び数値デー

タの作成，並びに「焼岳」の火山土地条件調査を実施した。長町-利府線断層帯とその周

辺「松島」，会津盆地西縁・東縁断層帯とその周辺「田島」，長野盆地西縁断層帯とその周

辺「坂城」，伊那谷断層帯とその周辺「満島」，屏風山・恵那山断層帯及び猿投山断層帯と

その周辺「師崎」，弥栄断層とその周辺「浜田南部」「益田南部」，糸魚川-静岡構造線断層

帯とその周辺「韮崎 改訂版」の８面について1:25,000活断層図を公開した。また，雫石

盆地西縁-真昼山地東縁断層帯，北上低地西縁断層帯，柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯及び湖北山

地断層帯，釜戸断層，鹿野-吉岡断層，上町断層帯，有馬−高槻断層帯及び六甲・淡路島断

層帯を調査した（国土地理院[課題番号：GSI_10，GSI_09]）。 

 研究成果共有システムの運用について運用責任は戦略室とし，戦略室が中心となって

ポリシーの検討，コンテンツの調整，課題や部会への関係情報収集や依頼，周知広報を継

続して実施した。実際のシステム運用は，企画部の学術専門職員と戦略室教員及び課題

担当者にて継続して行った。課題間連携及び部会間・総合研究グループ間連携で必要と

なるメタ情報を中心としてデータの収集を行なった。部会内や部会間・総合研究グルー

プ間連携を促進するための共有オンラインストレージ(Nextcloud)を継続して運用した。

令和４年度における観測や開発したソフトウェア等のメタ情報を整理して研究成果共有

システムにて公開を行なった（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_25]）。 

 

本計画における成果の概要  

 本計画期間内において，日本付近で発生した被害地震は，令和６年１月１日に発生し

た能登半島地震(M7.6)を筆頭におよそ25地震であり，マグニチュード７を超える地震は，

令和６年１月１日に発生した能登半島地震 (M7.6)および令和４年３月 16日の福島県沖

(M7.4)，令和３年２月13日の福島県沖(M7.3)の３地震であった。これらの地震観測デー

タは，防災科学研究所，気象庁，国土地理院，海上保安庁，産業技術総合研究所，大学等

により管理・運用されている日本全国の陸域・海域に展開された地震，地殻変動，津波，

潮位，電磁気等の観測基盤により取得され，本計画において高度化された解析技術によ

り調査がなされ，解析結果は，地震調査委員会，地震予知連絡会やWebなどに随時提供さ

れた。防災科学研究所は，陸海統合地震津波火山観測網(MOWLAS)および首都圏地震観測

網(MeSO-net)の安定的な運用に加え，南海トラフ海底地震津波観測網(N-net)の整備を進

めた。気象庁は，関係機関の地震観測データを一元的に処理する EPOS（ Earthquake 

Phenomena Observation System：地震活動等総合監視システム）およびREDC（Regional 

Earthquake Data Center System：地域地震センターデータ処理システム）の更新を実施

し，一元化処理による震源カタログについては，令和５年３月までが作成された。また，

一元化処理においては，令和２年９月から海域観測網（S-net，DONET2）のデータの活用

が開始され，自動震源決定の際にノイズとなるエアガン起源のシグナルの除去ロジック

についても令和３年７月から適用された。東京大学地震研究所においては，DAS計測や

GNSS/Aや海底孔内観測システムなどと統合できるシステムの開発が進められた。国土地



理院においては，電子基準点リアルタイム解析システム(REGARD)の高度化が進められ，

MCMC法による断層推定，測位解の品質による異常値判定，PPP（精密単独測位）に基づく

解析が実装された。さらに，汎用的なGNSS機器を用いた小型GNSS観測装置の開発なども

進められた。また，ALOS-2の後継機であるALOS-4による高頻度観測データを用いた解析

を可能とするための解析手法の高度化やシステム構築が進められた。情報通信研究機構

では，Pi-SAR X3による15 cm分解能での火山観測に成功し，新たな火山の観測体制が整

備された。山梨県富士山科学研究所においては，重力観測網の構築により火山のモニタ

リング体制が整えられた。北海道立総合研究機構においては，継続的な地球物理学的・地

球化学的モニタリングが実施され，気象庁や大学と共有するとともに，地元自治体等へ

情報を提供された。地震データ流通においては，大学等により運用されている観測デー

タ流通網(Japan Data eXchange network) JDXnetの運用が安定的に行われた。北海道大

学では，地殻変動連続観測等の多項目観測データの全国流通・一元化によりデータの蓄

積・公開が実施され，気象庁のひずみ計観測網データのリアルタイム流通が実現した。東

京大学地震研究所においては，全国規模のデータ流通及びデータ処理で広く用いられて

いるプログラム(win)について，その近代化と機能向上が着実に進められるとともに，伝

送プロトコルの検討が高知大学においても進められた。東北大学においては，免許帯で

ある400 MHz帯のほか，2012年の電波法の改正に伴って新設された920 MHz帯の利用等の

検討が進められた。名古屋大学においては，小電力・小型・携帯テレメータ地震観測装置

の改良開発が進められ，令和４年２月からの御嶽山の火山活動の活発化の際には，リア

ルタイムデータ取得に活用され現象の把握に貢献した。 

 データベースの構築と利活用・公開については，東京大学地震研究所において，Digital 

Object Identifier(論文等の永続的識別子)としてよく知られるDOIの適切な利用の検討

が進められ，データジャーナルやデータリポジトリの活用の事例や可能性についても提

示された。また，以下に本計画で開発・公開されたデータベースやDOIをリストアップし

た。 

 

 大規模噴火データベース  https://gbank.gsj.jp/volcano/ledb/ 

 噴火推移データベース  https://gbank.gsj.jp/volcano/esdb/ 

 火山灰データベース https://gbank.gsj.jp/volcano/volcanic_ash/ 

 火山ハザード情報システム https://volcano.g-ever1.org/ 

 アジア太平洋地域地震火山ハザード情報システム  

https://ccop-gsi.org/gsi/geohazard/ 

 潮位観測データ https://cais.gsi.go.jp/cmdc/centerindex.html 

 地磁気観測所が公開する各種データ資料  

https://www.kakioka-jma.go.jp/info/kmo_datadoi.html 

 

最後に，研究成果共有システムの構築については，戦略室によりそのデータフォーマッ

トやポリシー等が検討され，観測や開発したソフトウェア等のメタ情報が令和３年度以

降の一覧がhttp://evrrss.eri.u-tokyo.ac.jp/database/index.html から閲覧可能とな

っている。 

 

https://gbank.gsj.jp/volcano/ledb/
https://gbank.gsj.jp/volcano/esdb/
https://gbank.gsj.jp/volcano/volcanic_ash/
https://volcano.g-ever1.org/
https://ccop-gsi.org/gsi/geohazard/
https://cais.gsi.go.jp/cmdc/centerindex.html
https://www.kakioka-jma.go.jp/info/kmo_datadoi.html
http://evrrss.eri.u-tokyo.ac.jp/database/index.html


次期計画への展望 

観測研究基盤については関係機関による不断の努力によって適切に維持がなされ，質

の高いデータが着実に蓄積されている。また，データ流通基盤も同様に柔軟な運用がな

されリアルタイムかつ連続での集配信が実現できている。解析システムについても粛々

と高度化がなされ整備が進んだ。また，個々のデータベースについても着実に整備が進

められている。さらに，研究成果についても戦略室による方針のもと運用が昨年度より

開始され，本計画において取得されたデータや開発されたソフトウェアの公開が進んだ。

次期計画に向けては，これらの公開をさらに進めるとともに，データ連携やデータベー

スの統合化，並びに研究成果共有システムのさらなる構築が求められる。 
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図１．ALOS-2観測データを用いた2.5次元解析による令和６年能登半島地震に伴う地殻変動(左:

準上下方向，右:準東西方向の変動分布)（国土地理院[課題番号：GSI_07]） 

 
 



 

 

図２．ランニングスペクトルの表示例（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_24]） 

 

 

 
図３．大規模噴火データベース 

屈斜路カルデラ火山の噴火時系列図 (産業技術総合研究所［課題番号：AIST11]） 

 



 
図４．噴火推移データベース  

北海道駒ヶ岳火山1929年噴火の事例(産業技術総合研究所［課題番号：AIST11]） 

 

 

 
図５．火山灰データベース 

伊豆大島火山 1986年噴火の噴出物の事例(産業技術総合研究所［課題番号：AIST11]） 
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